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○ 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床
数の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されるこ
ととなり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。その後、平成30年の医療法改正により、「医師確保計画」及び
「外来医療計画」が位置付けられることとなった。

医療計画について

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医
療需要と将来の病床数の必要量、在宅医療等の医療需要を推計。

○ 地域医療構想

記載事項（主なもの）

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業(＊）･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

(＊）令和６年度からは、「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加し、６事業。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握
し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための
具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直し
を行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医師の確保に関する事項

・ 三次・二次医療圏ごとに医師確保の方針、目標医師数、具体的な
施策等を定めた「医師確保計画」の策定（３年ごとに計画を見直し）

・ 産科、小児科については、政策医療の観点からも必要性が高く、診
療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、個別に策定

○ 医療圏の設定、基準病床数の算定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入/流出
割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位
として区分。

計画期間

○ ６年間 （現行の第７次医療計画の期間は2018年度～2023年度。中間年で必要な見直しを実施。）

５２医療圏（令和２年４月現在）

※都道府県ごとに１つ（北海道のみ６
医療圏）

【医療圏設定の考え方】
特殊な医療を提供する単位として設

定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当該都道府県の区域内に二以上
の区域を設定し、また、都道府県の境
界周辺の地域における医療の需給の
実情に応じ、二以上の都道府県にわた
る区域を設定することができる。

三次医療圏

【医療圏設定の考え方】
一般の入院に係る医療を提供することが相

当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

３３５医療圏（令和２年４月現在）

二次医療圏

・ 外来医療機能に関する情報の可視化、協議の場の設置、医療機器
の共同利用等を定めた「外来医療計画」の策定

第 １ 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ３ 年 ６ 月 1 8 日
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地域医療構想及び
医師確保計画に

関するWG

第８次医療計画の策定に向けた検討体制

外来機能報告等に
関するWG※

在宅医療及び
医療・介護連携に
関するWG（仮称）

＊ へき地医療、周産期医療、小児
医療については、第７次医療計画
の策定に向けた検討時と同様、それ
ぞれ、以下の場で専門的な検討を
行った上で、「第８次医療計画等に
関する検討会」に報告し、協議を進
める予定。

・へき地医療
厚生労働科学研究の研究班

・周産期医療、小児医療
有識者の意見交換

○以下に関する詳細な検討
・医療資源を重点的に活用
する外来
・外来機能報告
・地域における協議の場
・医療資源を重点的に活用
する外来を地域で基幹的に
担う医療機関 等

○以下に関する詳細な検討
・医師の適正配置の観点を
含めた医療機能の分化・
連携に関する推進方針
・地域医療構想ガイドライン
・医師確保計画ガイドライン

等

○以下に関する詳細な検討
・在宅医療の推進
・医療・介護連携の推進
等

※検討事項の取りまとめ後、外来医療
計画ガイドラインに関する検討の場と
して改組を予定。

【５疾病】
各疾病に関する

検討の場 等

【新興感染症等】
感染症対策（予防計画）

に関する検討の場 等

連
携

報
告

○ 第８次医療計画の策定に向け、「第８次医療計画等に関する検討会」を立ち上げて検討。

○ 現行の医療計画における課題等を踏まえ、特に集中的な検討が必要な項目については、本検討会の下に、以下の４つ
のワーキンググループを立ち上げて議論。（構成員は、座長と相談の上、別途定める）

○ 新興感染症等への対応に関し、感染症対策（予防計画）に関する検討の場と密に連携する観点から、双方の検討会・
検討の場の構成員が合同で議論を行う機会を設定。

救急・災害医療
提供体制に関する

WG（仮称）

○以下に関する詳細な検討
・第８次医療計画の策定に
向けた救急医療提供体制
の在り方
・第８次医療計画の策定に
向けた災害医療提供体制
の在り方 等

第８次医療計画等に関する検討会
○医療計画の作成指針（新興感染症等への対応を含む５疾病６事業・在宅医療等）
○医師確保計画、外来医療計画、地域医療構想 等

※具体的には以下について検討する
・医療計画の総論（医療圏、基準病床数等）について検討
・各検討の場、WGの検討を踏まえ、５疾病６事業・在宅医療等について総合的に検討
・各WGの検討を踏まえ、地域医療構想、医師確保計画、外来医療計画について総合的に検討

※医師確保計画及び外来医療計画については、現在「医師需給分科会」で議論。
次期計画の策定に向けた議論については、本検討会で議論。

第 ２ 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日
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医療計画 新興感染症 医師確保計画 外来医療計画

R３
[2021]

４～６月
外来機能報告等に関するWG開催

７～９月

10～12月
外来機能報告等に関する取りまとめ

１～３月

・総論（医療圏、基準病床数等）
・各論（５疾病、６事業、在宅等）
について各検討会等での
議論の報告

ガイドライン改正に向けた検討 ガイドライン改正に向けた検討

R４
[2022]

４～６月

７～９月

10～12月
報告書取りまとめ
（基本方針改正、医療計画作成指針等の改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

１～３月
基本方針改正（告示）
医療計画作成指針等の改正（通知）

ガイドライン改正（通知） ガイドライン改正（通知）

R５[2023]
第８次医療計画策定

R６[2024]
第８次医療計画開始 次期外来医療

R７[2025]

医療部会（6/3）

第８次医療計画に向けた取組（全体イメージ）

国

੃
੊
ਿ
਩

感染症対策に関
する検討の場と
連携しつつ議論

地域医療構想及び医師確保計画に関するWG開催

地域医療構想の
推進

第８次医療計画等に関する検討会 開催

令和3年6月18日
第８次医療計画等に関する検討会資料（一部改）
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保健医療圏について
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① 一次保健医療圏
県民の日常生活に密着した保健サービスの提供と、プライマリー・ケアを行う為の

基礎的な圏域。市町村を単位として設定。

②二次保健医療圏
高度・特殊な医療を除く一般的な入院医療及び比較的専門性の高い保健医療サービ

スの提供と確保を行う圏域。地理的条件等の自然条件、交通事情等の社会条件等を考
慮して設定。

③三次保健医療圏
高度な医療、特殊な医療など、広域的に実施すべきサービスの提供と確保を行う圏

域。都道府県単位（北海道のみ６つ）。

※二．五次保健医療圏
４疾病及び周産期医療、小児医療において設定している圏域を現行の二次保健医療

圏よりも広域で対応する圏域として位置づけ。

群馬県独自

病床の管理：一般病床、療養病床

病床の管理：精神病床、結核病床、感染症病床

医療圏の種類
都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域

的単位として区分する医療圏を定めることとされている
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二次保健医療圏に関する根拠規定等（抜粋）

医療法第三十条の四

都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供
体制の確保を図るための計画（医療計画）を定めるものとする。

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
十四 主として病院の病床（次号に規定する病床並びに精神病床、感染症病床及び結核病床

を除く。）及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位として区分する区域の設定に
関する事項

医療提供体制の確保に関する基本方針（平成十九年厚生労働省告示第七十号）

一般病床及び療養病床に係る基準病床数の算定については、地理的条件等の自然条件や交
通事情等の社会的条件、患者の受療動向等を考慮して、一体の区域として入院に係る医療
を提供する体制の確保を図る地域的な単位（以下「二次医療圏」という。）ごとに行う
五疾病・五事業及び在宅医療それぞれの医療提供体制の確保については、必ずしも一律に
二次医療圏ごとの計画を作成するのではなく、必要に応じて、患者の受療動向等の地域の
実情に応じた計画を作成することに留意する必要がある
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二次保健医療圏に関する根拠規定等（抜粋）

医療計画策定指針（現行計画策定時）

２ 医療圏の設定方法

人口規模が20万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域と
して成り立っていないと考えられる場合（特に、流入患者割合が20％未満であり、流出患
者割合が20％以上である場合）、その設定の見直しについて検討する。なお、設定の見直
しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等も考慮す
ることが必要である。

また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の需給状況の改
善に向けた具体的な検討を行うこと。

既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行政機関の管轄
区域、学校区（特に高等学校に係る区域）等に関する資料を参考とする。

地域医療構想調整区域に二次医療圏を合わせることが適当であること。

５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する際の圏域について
は、従来の二次医療圏に拘らず、患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力
的に設定する。
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計 10 圏域

前橋

渋川

伊勢崎

高崎・安中

藤岡

富岡

吾妻

沼田

桐生

太田・館林

現行の二次保健医療圏
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期 策定年月 圏域数 医療圏の設定・見直しの議論など

第１次 1988(S63)年６月 １０圏域 当時の広域市町村圏を単位として、二次保健医療圏を設定

第２次 1993(H5)年７月 １０圏域

第３次 1998(H10)年３月 １０圏域

第４次 2000(H12)年３月 １０圏域

第５次 2005(H17)年３月 １０圏域

第６次 2010(H22)年３月 １０圏域
二次保健医療圏の見直し（５圏域への広域化）を検討
⇒ 二次保健医療圏は１０圏域のままとし、疾病や事業に

より「二．五次保健医療圏」を設定

第７次 2015(H27)7年３月 １０圏域 国が定める見直し基準（トリプル２０）に該当する圏域なし

第８次
(現行)

2018(H30)年４月 １０圏域
国が定める見直し基準（トリプル２０）に該当する圏域なし
⇒ 全圏域で「現行の圏域が望ましい」の意見

※ トリプル２０
国が示す二次医療圏の見直しに関する基準。以下のいずれにも該当する場合が見直しの目安

人口規模 20万人未満、流入入院患者割合 20％未満、流出入院患者割合 20％以上

これまでの経緯
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医療の高度化・専門
化や病院勤務医の不足
等を背景として、特に
急性期医療を必要とす
る分野において、現行
の二次医療圏より広い
範囲で対応する必要が
高まっています。

本県では、脳卒中や
周産期医療など４疾病
２事業で設定した圏域
を、二次保健医療圏よ
り広域であることから
「二．五次保健医療
圏」として位置づけ、
医療連携体制のための
基本的な枠組みとして
います。
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脳卒中
心筋梗塞等の
心血管疾患

糖尿病 がん 周産期 小児

高崎・安中保健医療圏

（高崎市・安中市）

藤岡保健医療圏

(藤岡市・上野村・神流町）

富岡保健医療圏

(富岡市・下仁田町・南牧村・甘楽町）

桐生保健医療圏

(桐生市・みどり市)

太田・館林保健医療圏

(太田市・館林市・板倉町・明和町・
 千代田町・大泉町・邑楽町）

伊勢崎保健医療圏

(伊勢崎市・玉村町）

前橋保健医療圏

(前橋市）

渋川保健医療圏

(渋川市・榛東村・吉岡町）

吾妻保健医療圏

(中之条町・長野原町・嬬恋村・
 草津町・高山村・東吾妻町）

沼田保健医療圏

(沼田市・片品村・川場村・
 昭和村・みなかみ町）

県　計

二次保健医療圏

二．五次保健医療圏

事業疾病

４圏域５圏域

中部圏域

西部圏域

東部・伊勢崎圏域

東部圏域

吾妻・渋川・前橋圏域

利根沼田圏域

北部

圏域

北毛

圏域

中毛

圏域

東毛

圏域

西毛

圏域

現行の二.五次保健医療圏



第9次保健医療計画における
二次保健医療圏
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現状と課題

二次保健医療圏の現状

① 産科・小児科を維持できない病院が増加

② 圏域を越えた救急搬送が常態化

③ 圏域外の病院に入院する患者が増加

④ 医師の働き方改革（2024年度～）により、
群大等による医師派遣が一層困難になる
おそれ

検討の必要性
第９次県保健医療計画（2024年度～）の策定に向けて、現在の二次保健医療圏の持続
可能性など、あり方を改めて検討する必要。
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二次保健医療圏に関する意見
「人口減少、患者動向、今後の医療資源の分布を考えると、再編・集約化を検討すべき。」
「特定の医療機関に機能や人材が集約され、今の診療科を維持できない病院が出てくる。」

⇒  意見が分かれる難しい課題だが、次期保健医療計画策定に向け、議論を尽くす必要

見直し議論の考え方

① 客観的なデータに基づき、まずは各圏域において議論することから始める。

② 県は、関連データを収集・分析し、各圏域へ提供し、情報・課題の共有を図る。

③ その上で、各圏域の考えを尊重しつつ、９次計画の二次保健医療圏を決定する。

議論の進め方

15



今後のスケジュール

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

各圏域で議論（市町村、医師会、基幹病院等） 庁内協議 関係者で合意

関連データの収集・分析・提供
情報・課題の共有、議論の喚起

＜令和４年度：今後の二次保健医療圏の原案を決定＞

原案を決定

次期計画の策定作業

＜令和５年度：二次保健医療圏の原案を踏まえ、次期保健医療計画を決定＞

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

関係者で合意

次期計画の策定作業

庁内
協議

最終案を決定
(第９次計画原案決定)

議会
地域へ説明
パブコメ

原案を踏まえた意見調整・計画策定作業

計画
決定

二次保健医療圏
を確定 16



議論のポイント

地域の実情、各種関連データを踏まえ、

① 現在の二次保健医療圏の課題にどのように
対応するか

② 現在の二次保健医療圏の見直しの要否

※ 忌憚のないご議論をお願いします

※ 会議終了後、アンケートへの協力をお願いします。

17



二次保健医療圏検討資料
（関連データの分析）

18



基本情報
（人口・面積の概況）

19



近隣の都道府県の概況（人口、面積、圏域数）

（出典）
人口：令和２年国勢調査（令和２年１０月１日時点の人口）
面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和３年10月時点）
※ 順位は各数値を大きい順に並べたものを、医務課にて付番した 20

数 順位 k㎡ 順位 数 順位 数 順位 k㎡ 順位

全国 126,146,099 - 377,974.63 - 335 - 376,555.5 - 1,128.3 -

福島県 1,833,152 21 13784.14 3 6 26 305,525.3 20 2,297.4 3

茨城県 2,867,009 11 6097.24 24 9 9 318,556.6 17 677.5 33

栃木県 1,933,146 19 6408.09 20 6 26 322,191.0 16 1,068.0 19

群馬県 1,939,110 18 6362.28 21 10 5 193,911.0 33 636.2 35

埼玉県 7,344,765 5 3797.75 39 10 5 734,476.5 4 379.8 44

千葉県 6,284,480 6 5157.31 28 9 9 698,275.6 5 573.0 38

東京都 14,047,594 1 2194.05 45 13 2 1,080,584.2 2 168.8 47

神奈川県 9,237,337 2 2416.11 43 9 9 1,026,370.8 3 268.5 45

新潟県 2,201,272 15 12583.95 5 7 20 314,467.4 19 1,797.7 6

山梨県 809,974 42 4465.27 32 4 37 202,493.5 31 1,116.3 17

長野県 2,048,011 16 13561.56 4 10 5 204,801.1 30 1,356.2 14

静岡県 3,633,202 10 7777.28 13 8 14 454,150.3 9 972.2 26

人口 面積 二次医療圏域数 １圏域あたり人口 １圏域あたり面積



本県の二次保健医療圏の概況（人口・面積）

＜参考＞
全国の二次保健医療圏総数：３３５
平均人口（全二次保健医療圏）：３７６，５５６人
平均面積（全二次保健医療圏）：１，１１３㎢

（出典）
人口：令和２年国勢調査（令和２年１０月１日時点の人口）
面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和３年10月時点）※ 順位は各数値を大きい順に並べたものを、医務課にて付番した

：下位33％に該当 21

二次医療圏名 人口（人） 順位 面積（?） 順位

前橋 332,149 127 312 279

渋川 110,589 240 289 284

伊勢崎 247,904 151 165 316

高崎・安中 427,880 98 735 188

藤岡 66,034 283 477 238

富岡 68,124 280 489 235

吾妻 51,619 307 1,279 98

沼田 76,958 268 1,766 52

桐生 156,093 198 483 237

太田・館林 401,760 104 369 265



患者流出入の状況

22

出典：令和３年 群馬県患者調査
県内の病院及び有床診療所を利用する入院患者について、その
傷病の種類、受療動向等の実態を把握
本稿では、県内二次保健医療圏別の入院患者の自足率、流出率
及び流入率を分析している（一般病床・療養病床のみ）

【用語解説】
自足率･･･圏域内に居住する患者のうち、同圏域内の医療機関にかかった割合

（ 自足率 ＝ １００ － 流出率 ）
流出率･･･圏域内に居住する患者のうち、他圏域の医療機関にかかった割合。
流入率･･･圏域内の医療機関にかかった患者のうち、他圏域に居住する患者の割合。



人口・入院患者流出入の状況
＜令和３年＞

＜平成27年＞

（出典）県患者調査（H27及びR3）

：国が示す二次医療圏の見直し基準（トリプル20）に該当

＜増減（R3対H27）＞

23

前 橋 渋 川 伊勢崎
高崎

・安中
藤 岡 富 岡 吾 妻 沼 田 桐 生

太田

・館林

人口（人） 332,149 110,589 247,904 427,880 66,034 68,124 51,619 76,958 156,093 401,760

入院患者流出率 23.9% 42.0% 28.1% 22.8% 31.8% 30.1% 35.5% 19.7% 19.6% 18.6%

入院患者流入率 43.6% 46.7% 30.7% 25.5% 44.5% 28.5% 35.1% 14.6% 21.2% 23.7%

前 橋 渋 川 伊勢崎
高崎

・安中
藤 岡 富 岡 吾 妻 沼 田 桐 生

太田

・館林

人口（人） 336,199 113,850 245,491 429,280 68,907 72,583 56,413 83,446 165,702 401,605

入院患者流出率 23.3% 47.5% 25.4% 22.2% 28.8% 18.6% 28.5% 17.8% 16.9% 16.7%

入院患者流入率 43.0% 40.2% 32.8% 26.1% 45.0% 24.6% 28.7% 16.5% 17.8% 24.7%

前 橋 渋 川 伊勢崎
高崎

・安中
藤 岡 富 岡 吾 妻 沼 田 桐 生

太田

・館林

人口（人） -4,050 -3,261 2,413 -1,400 -2,873 -4,459 -4,794 -6,488 -9,609 155

入院患者流出率 0.7% -5.5% 2.7% 0.5% 3.0% 11.5% 7.0% 1.8% 2.7% 1.9%

入院患者流入率 0.5% 6.5% -2.1% -0.5% -0.5% 3.9% 6.5% -1.9% 3.3% -1.1%



入院患者の流出状況（R3/H27）
＜令和３年＞

＜平成27年＞

（出典）県患者調査（H27及びR3） ※一般病床・療養病床の入院患者を対象（精神・感染症・結核病床を除外）

：自足率（患者住所と受療地の二次保健医療圏が一致するもの） 24

受療地

住所地

23.9% 76.1% 5.0% 4.7% 10.9% 0.0% 0.0% 1.1% 0.3% 1.7% 0.2%

42.0% 23.3% 58.0% 1.0% 11.9% 0.0% 0.0% 2.7% 2.8% 0.3% 0.0%

28.1% 13.5% 2.0% 71.9% 5.0% 0.9% 0.0% 0.2% 0.1% 3.0% 3.4%

22.8% 10.8% 2.2% 1.6% 77.2% 2.8% 3.7% 0.9% 0.4% 0.2% 0.1%

31.8% 8.0% 2.4% 1.4% 16.7% 68.2% 2.4% 0.4% 0.0% 0.4% 0.2%

30.1% 5.4% 2.4% 0.7% 17.6% 2.8% 69.9% 0.2% 0.0% 0.7% 0.2%

35.5% 9.5% 14.1% 0.2% 3.6% 0.0% 0.0% 64.5% 7.9% 0.0% 0.2%

19.7% 6.6% 7.2% 0.4% 1.7% 0.0% 0.0% 3.1% 80.3% 0.6% 0.1%

19.6% 7.6% 1.0% 4.0% 0.8% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 80.4% 5.9%

18.6% 3.8% 1.1% 6.8% 0.9% 0.1% 0.1% 0.3% 0.0% 5.6% 81.4%

吾 妻 沼 田 桐 生
太田・

館林
前 橋 渋 川 伊勢崎

高崎・

安中
藤 岡 富 岡

吾 妻

沼 田

桐 生

太田・館林

流出率

前 橋

渋 川

伊勢崎

高崎・安中

藤 岡

富 岡

受療地

住所地

23.3% 76.7% 4.5% 4.7% 10.5% 0.3% 0.3% 1.3% 0.3% 1.2% 0.2%

47.5% 26.6% 52.5% 1.5% 13.4% 0.1% 0.4% 3.5% 1.5% 0.4% 0.1%

25.4% 10.2% 2.0% 74.6% 5.4% 0.8% 0.0% 0.5% 0.0% 2.7% 3.7%

22.2% 10.7% 2.1% 1.3% 77.8% 3.1% 4.1% 0.4% 0.1% 0.1% 0.2%

28.8% 5.0% 1.5% 1.7% 17.5% 71.2% 2.5% 0.2% 0.0% 0.3% 0.2%

18.6% 4.0% 1.0% 2.0% 9.1% 1.6% 81.4% 0.4% 0.1% 0.1% 0.1%

28.5% 7.0% 7.9% 0.4% 5.0% 0.0% 0.3% 71.5% 7.3% 0.4% 0.1%

17.8% 6.1% 4.5% 0.8% 3.7% 0.0% 0.1% 2.6% 82.2% 0.1% 0.0%

16.9% 5.3% 0.6% 3.7% 1.6% 0.0% 0.1% 0.4% 0.0% 83.1% 5.2%

16.7% 2.5% 0.7% 8.2% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.6% 83.3%

吾 妻 沼 田 桐 生
太田・

館林

桐 生

太田・館林

流出率 前 橋 渋 川

伊勢崎

高崎・安中

藤 岡

富 岡

吾 妻

沼 田

渋 川

前 橋

伊勢崎
高崎・

安中
藤 岡 富 岡



入院患者の流出状況（R3対H27増減）

＜増減（R3対H27）＞
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受療地
住所地

0.7% -0.7% 0.5% 0.0% 0.4% -0.2% -0.3% -0.2% 0.0% 0.5% 0.0%
-5.5% -3.3% 5.5% -0.5% -1.5% -0.1% -0.4% -0.9% 1.2% 0.0% -0.1%
2.7% 3.2% 0.0% -2.7% -0.4% 0.1% 0.0% -0.3% 0.1% 0.2% -0.2%
0.5% 0.1% 0.1% 0.2% -0.5% -0.3% -0.4% 0.5% 0.4% 0.1% -0.2%
3.0% 3.0% 0.9% -0.3% -0.8% -3.0% -0.1% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0%
11.5% 1.5% 1.4% -1.3% 8.6% 1.3% -11.5% -0.2% -0.1% 0.5% 0.1%
7.0% 2.5% 6.2% -0.2% -1.4% 0.0% -0.3% -7.0% 0.6% -0.4% 0.1%
1.8% 0.5% 2.7% -0.3% -2.0% 0.0% -0.1% 0.5% -1.8% 0.4% 0.1%
2.7% 2.3% 0.4% 0.2% -0.8% 0.0% -0.1% -0.1% 0.0% -2.7% 0.7%
1.9% 1.3% 0.4% -1.4% 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 1.1% -1.9%

吾 妻
沼 田
桐 生

太田・館林

前 橋
渋 川
伊勢崎

高崎・安中
藤 岡
富 岡

前 橋 渋 川 伊勢崎
太田・
館林

藤 岡 富 岡 吾 妻 沼 田 桐 生
高崎・
安中

流出率



入院患者の流出状況（R3）

76.1％

58.0％

68.2％

69.9％

64.5％

80.3％

71.9％

80.4％

81.4％

【凡例】
自圏域内で完結（割合）

10.0％以上の流出

5.0％以上10.0％未満の流出

1.0％以上5.0％未満の流出

*.*％

77.2％

26



入院患者の流入状況（R3/H27）
＜令和３年＞

＜平成27年＞

（出典）県患者調査（H27及びR3） ※一般病床・療養病床の入院患者を対象（精神・感染症・結核病床を除外）

：患者住所と受療地の二次保健医療圏が一致するもの）
27

受療地
住所地

43.6% 46.7% 30.7% 25.5% 44.5% 28.5% 35.1% 14.6% 21.2% 23.7%
56.4% 10.6% 6.4% 7.6% 0.2% 0.0% 4.6% 0.7% 2.4% 0.2%
7.5% 53.3% 0.6% 3.6% 0.0% 0.0% 4.8% 3.0% 0.2% 0.0%
7.1% 3.0% 69.3% 2.5% 2.3% 0.0% 0.6% 0.1% 3.0% 2.4%

11.1% 6.6% 3.0% 74.5% 13.3% 24.3% 5.0% 1.5% 0.4% 0.1%
1.4% 1.2% 0.5% 2.8% 55.5% 2.7% 0.4% 0.0% 0.1% 0.0%
0.9% 1.1% 0.2% 2.7% 2.1% 71.5% 0.2% 0.0% 0.2% 0.0%
1.7% 7.2% 0.1% 0.6% 0.0% 0.0% 64.9% 4.7% 0.0% 0.0%
2.1% 6.6% 0.3% 0.5% 0.0% 0.0% 5.6% 85.4% 0.3% 0.0%
3.9% 1.5% 3.7% 0.4% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 78.8% 4.0%
2.7% 2.2% 8.7% 0.6% 0.3% 0.2% 1.0% 0.0% 7.6% 76.3%
5.1% 6.6% 7.4% 4.3% 26.4% 1.3% 12.2% 4.6% 6.9% 16.7%

前 橋 渋 川 伊勢崎
高崎・
安中

吾 妻 沼 田 桐 生
太田・
館林

流入率

藤 岡 富 岡

前 橋
渋 川
伊勢崎

高崎・安中
藤 岡
富 岡
吾 妻
沼 田
桐 生

太田・館林
県 外

受療地
住所地

43.0% 40.2% 32.8% 26.1% 45.0% 24.6% 28.7% 16.5% 17.8% 24.7%
57.0% 10.5% 5.6% 6.5% 0.8% 0.9% 4.2% 0.7% 1.7% 0.2%
9.6% 59.8% 0.9% 4.0% 0.1% 0.5% 5.4% 1.8% 0.3% 0.0%
5.7% 3.6% 67.2% 2.5% 1.7% 0.0% 1.3% 0.0% 3.0% 2.4%

12.2% 7.7% 2.5% 73.9% 13.2% 18.1% 1.7% 0.3% 0.3% 0.3%
1.0% 1.0% 0.5% 3.0% 55.0% 2.0% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0%
1.0% 0.8% 0.8% 1.8% 1.4% 75.4% 0.4% 0.1% 0.1% 0.0%
1.6% 5.9% 0.2% 1.0% 0.0% 0.3% 71.3% 5.7% 0.2% 0.0%
1.8% 4.3% 0.4% 0.9% 0.0% 0.1% 3.3% 83.5% 0.1% 0.0%
2.7% 1.0% 3.0% 0.7% 0.0% 0.1% 0.9% 0.0% 82.2% 3.0%
1.9% 1.7% 10.3% 0.4% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 7.0% 75.3%
5.0% 3.3% 8.2% 4.4% 27.4% 2.5% 10.5% 6.9% 4.9% 18.4%

前 橋 渋川 伊勢崎
高崎・
安中

吾 妻 沼 田 桐 生
太田・
館林

流入率

藤 岡 富 岡

前 橋
渋 川
伊勢崎

高崎・安中
藤 岡
富 岡
吾 妻
沼 田
桐 生

太田・館林
県 外



入院患者の流入状況（R3対H27増減）

＜増減（R3対H27）＞

28

受療地
住所地

0.5% 6.5% -2.1% -0.5% -0.5% 3.9% 6.5% -1.9% 3.3% -1.1%

-0.5% 0.0% 0.8% 1.1% -0.6% -0.9% 0.4% 0.0% 0.7% 0.0%
-2.1% -6.5% -0.3% -0.4% -0.1% -0.5% -0.6% 1.1% -0.1% 0.0%
1.4% -0.5% 2.1% -0.1% 0.6% 0.0% -0.7% 0.1% 0.0% 0.0%

-1.1% -1.1% 0.5% 0.5% 0.1% 6.2% 3.2% 1.2% 0.1% -0.2%
0.4% 0.2% -0.1% -0.2% 0.5% 0.7% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0%

-0.1% 0.4% -0.6% 0.9% 0.7% -3.9% -0.2% -0.1% 0.1% 0.0%
0.1% 1.4% -0.1% -0.4% 0.0% -0.3% -6.5% -1.0% -0.2% 0.0%
0.2% 2.3% -0.1% -0.4% 0.0% -0.1% 2.2% 1.9% 0.3% 0.0%
1.2% 0.5% 0.7% -0.3% 0.0% -0.1% -0.1% 0.0% -3.3% 1.0%
0.7% 0.5% -1.5% 0.2% 0.2% 0.2% 0.9% 0.0% 0.6% 1.1%
0.2% 3.3% -0.8% -0.1% -1.0% -1.2% 1.7% -2.3% 2.0% -1.7%

前 橋 渋川 伊勢崎
高崎・
安中

吾 妻 沼 田 桐 生
太田・
館林

流入率

藤 岡 富 岡

前 橋
渋 川
伊勢崎

高崎・安中
藤 岡
富 岡
吾 妻
沼 田
桐 生

太田・館林
県 外



入院患者の流入状況（R3）

56.4％

53.3％

55.5％

71.5％

64.9％

85.4％

69.3％

78.8％

76.3％

【凡例】
自圏域内で完結（割合）

10.0％以上の流入

5.0％以上10.0％未満の流入

1.0％以上5.0％未満の流入

*.*％

74.5％
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県外

県外

県外



地域医療支援病院の
対応状況

30

出典：令和３年 群馬県患者調査
県内の病院及び有床診療所を利用する入院患者について、その
傷病の種類、受療動向等の実態を把握
本稿では、各地域医療支援病院における県内二次保健医療圏別
の入院患者の流入率を分析している（一般病床・療養病床の
み）

【用語解説】
流入率･･･圏域内の医療機関にかかった患者のうち、他圏域に居住する患者の割合。



地域医療支援病院における入院患者の流入状況（R3）
＜令和３年＞

（出典）県患者調査（R3） ※一般病床・療養病床の入院患者を対象（精神・感染症・結核病床を除外）

：患者住所と医療機関の二次保健医療圏が一致するもの）

31

患者所在地

医療機関名称

① 64.1% 3.3% 10.7% 7.0% 0.9% 0.7% 1.5% 2.4% 2.6% 2.2% 4.8%

② 33.3% 3.4% 11.6% 8.2% 4.1% 1.4% 2.7% 3.4% 17.7% 7.5% 6.8%

③ 40.3% 6.0% 6.5% 26.6% 4.0% 1.6% 1.2% 1.2% 6.5% 0.8% 5.2%

④ 60.6% 13.4% 3.5% 13.0% 0.4% 0.4% 1.7% 0.0% 1.3% 0.9% 4.8%

⑤ 6.2% 38.1% 3.7% 6.8% 1.5% 2.5% 10.2% 16.4% 1.9% 0.3% 12.4%

⑥ 3.3% 0.0% 90.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.9% 1.6%

⑦ 4.4% 0.3% 72.9% 1.2% 0.9% 0.3% 0.0% 0.3% 1.2% 4.4% 14.2%

⑧ 1.9% 1.9% 1.4% 83.1% 2.8% 3.3% 0.7% 0.2% 0.2% 0.2% 4.2%

⑨ 14.5% 5.9% 3.6% 67.0% 1.4% 1.4% 0.5% 1.4% 0.0% 1.4% 3.2%

⑩ 0.0% 0.0% 3.6% 15.7% 44.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 33.9%

⑪ 1.5% 0.3% 1.2% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 87.6% 6.1% 3.0%

⑫ 0.0% 0.0% 3.4% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.2% 81.3% 6.7%

⑬ 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 92.2% 7.4%

県外藤岡 富岡 吾妻 沼田 桐生
太田・
館林

ＳＵＢＡＲＵ健康保険組合太田記念病院

公立館林厚生病院

前橋 渋川 伊勢崎
高崎・
安中

伊勢崎佐波医師会病院

伊勢崎市民病院

国立病院機構高崎総合医療センター

日高会日高病院

公立藤岡総合病院

桐生厚生総合病院

前橋赤十字病院

県立心臓血管センター

群馬県済生会前橋病院

地域医療機能推進機構群馬中央病院

国立病院機構渋川医療センター



地域医療支援病院における入院患者の流入状況（R3）

【凡例】
15％以上の流入

10％以上15％未満の流入

5.0％以上10.0％未満の流入

32

県外

１

２

３

４

５

６７８

９

10

11

13

12

県外

県外

①
②
③
④

⑤

⑥
⑦
⑧

⑨
⑩
⑪
⑫

⑬

ＳＵＢＡＲＵ健康保険
組合太田記念病院

公立館林厚生病院

伊勢崎佐波医師会病院
伊勢崎市民病院

国立病院機構高崎総合
医療センター

日高会日高病院
公立藤岡総合病院
桐生厚生総合病院

前橋赤十字病院
県立心臓血管センター
群馬県済生会前橋病院

地域医療機能推進機構
群馬中央病院

国立病院機構渋川医療
センター

33.9％

15.7％



救急搬送の状況
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出典：群馬県統合型医療情報システム
救急医療や災害時の救護活動などに必要な情報を２４時間体
制で総合的に収集し、提供するもの
本稿では、同システムに入力された情報から、消防機関別の
搬送先（二次保健医療圏別）を分析している



救急搬送の状況（令和元年１～１２月） ※コロナ前
＜搬送数＞

＜割 合＞

（出典）統合型医療情報システム
：消防機関と搬送先の二次保健医療圏が一致 34

（搬送先）
（消防機関）

15,269 1,575 13,694 275 618 12 2 6 5 577 59 11 10

5,095 1,741 1,292 3,354 195 0 1 22 217 6 6 0 2

18,362 3,332 1,852 135 15,030 804 473 2 0 36 1 6 23

4,089 1,157 145 15 502 2,932 461 0 0 25 1 2 6

2,681 375 48 14 195 104 2,306 0 0 6 0 1 7
2,918 1,081 183 255 19 0 0 1,837 428 0 0 0 196

4,330 364 127 221 12 0 0 1 3,966 2 0 0 1

10,781 1,973 1,228 56 266 61 2 0 0 8,808 167 178 15

6,822 839 277 12 7 0 0 0 0 101 5,983 314 128

14,752 2,323 131 17 2 1 1 0 0 1,017 269 12,429 885

計
（不搬送等除く）

流出数 前橋 渋川
高崎・
安中

藤岡 富岡 吾妻 沼田 伊勢崎 桐生
太田・
館林

県外

前橋市消防局

渋川広域消防本部

高崎市等広域消防局

多野藤岡広域消防本部

富岡甘楽広域消防本部
吾妻広域消防本部

利根沼田広域消防本部

伊勢崎市消防本部

桐生市消防本部

太田市消防本部

・館林地区消防組合消防本部

（搬送先）
（消防機関）

100% 10.3% 89.7% 1.8% 4.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 0.4% 0.1% 0.1%
100% 34.2% 25.4% 65.8% 3.8% 0.0% 0.0% 0.4% 4.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%
100% 18.1% 10.1% 0.7% 81.9% 4.4% 2.6% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1%
100% 28.3% 3.5% 0.4% 12.3% 71.7% 11.3% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.1%
100% 14.0% 1.8% 0.5% 7.3% 3.9% 86.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.3%
100% 37.0% 6.3% 8.7% 0.7% 0.0% 0.0% 63.0% 14.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7%
100% 8.4% 2.9% 5.1% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 91.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
100% 18.3% 11.4% 0.5% 2.5% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 81.7% 1.5% 1.7% 0.1%
100% 12.3% 4.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 87.7% 4.6% 1.9%

100% 15.7% 0.9% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.9% 1.8% 84.3% 6.0%
太田市消防本部
・館林地区消防組合消防本部

計
（不搬送等除く）

桐生
太田・
館林

県外流出率 前橋 渋川
高崎・
安中

藤岡 富岡

桐生市消防本部

前橋市消防局
渋川広域消防本部
高崎市等広域消防局

吾妻 沼田 伊勢崎

多野藤岡広域消防本部
富岡甘楽広域消防本部
吾妻広域消防本部
利根沼田広域消防本部
伊勢崎市消防本部



救急搬送の状況（令和元年１～１２月）

89.7％

65.8％

81.9％

71.7％

86.0％

63.0％

91.6％

81.7％

87.7％

84.3％

【凡例】
自圏域内で完結（割合）

10.0％以上の流出

5.0％以上10.0％未満の流出

1.0％以上5.0％未満の流出

県外

県外

*.*％
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救急搬送の状況（令和３年１～１２月）※最新値
＜搬送数＞

＜割 合＞

36（出典）統合型医療情報システム
：消防機関と搬送先の二次保健医療圏が一致

（搬送先）

（消防機関）

14,537 1,603 12,934 272 687 14 4 7 14 524 53 14 14

4,525 1,429 1,079 3,096 152 1 0 10 169 4 7 3 4

17,236 2,959 1,674 107 14,277 640 450 1 2 43 2 6 34

3,817 1,169 134 7 530 2,648 456 0 0 32 1 0 9

2,533 449 64 20 217 141 2,084 0 0 4 0 1 2

2,652 847 148 156 19 0 0 1,805 369 0 2 1 152

3,800 261 129 114 11 1 0 2 3,539 4 0 0 0

10,028 2,156 1,277 52 310 106 0 0 0 7,872 165 222 24

6,007 963 299 18 5 0 0 0 1 110 5,044 408 122

13,763 2,382 156 34 23 3 2 0 0 782 265 11,381 1,117

計
（不搬送等除く）

流出数 前橋 渋川
高崎・

安中
藤岡 富岡 吾妻 沼田 伊勢崎 桐生

太田・

館林
県外

前橋市消防局

渋川広域消防本部

高崎市等広域消防局

多野藤岡広域消防本部

富岡甘楽広域消防本部

吾妻広域消防本部

利根沼田広域消防本部

伊勢崎市消防本部

桐生市消防本部

太田市消防本部

・館林地区消防組合消防本部

（搬送先）

（消防機関）

100% 11.0% 89.0% 1.9% 4.7% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 3.6% 0.4% 0.1% 0.1%

100% 31.6% 23.8% 68.4% 3.4% 0.0% 0.0% 0.2% 3.7% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1%

100% 17.2% 9.7% 0.6% 82.8% 3.7% 2.6% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2%

100% 30.6% 3.5% 0.2% 13.9% 69.4% 11.9% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0% 0.2%

100% 17.7% 2.5% 0.8% 8.6% 5.6% 82.3% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1%

100% 31.9% 5.6% 5.9% 0.7% 0.0% 0.0% 68.1% 13.9% 0.0% 0.1% 0.0% 5.7%

100% 6.9% 3.4% 3.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1% 93.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

100% 21.5% 12.7% 0.5% 3.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 78.5% 1.6% 2.2% 0.2%

100% 16.0% 5.0% 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 84.0% 6.8% 2.0%

100% 17.3% 1.1% 0.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.7% 1.9% 82.7% 8.1%
太田市消防本部

・館林地区消防組合消防本部

計
（不搬送等除く）

桐生
太田・

館林
県外流出率 前橋 渋川

高崎・

安中
藤岡 富岡

桐生市消防本部

前橋市消防局

渋川広域消防本部

高崎市等広域消防局

吾妻 沼田 伊勢崎

多野藤岡広域消防本部

富岡甘楽広域消防本部

吾妻広域消防本部

利根沼田広域消防本部

伊勢崎市消防本部



救急搬送の状況（令和３年１～１２月）

89.0％

68.4％

82.8％

69.4％

82.3％

68.1％

93.1％

78.5％

84.0％

82.7％

【凡例】
自圏域内で完結（割合）

10.0％以上の流出

5.0％以上10.0％未満の流出

1.0％以上5.0％未満の流出

県外

県外

*.*％
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通勤・通学の状況
（社会的条件）

38

出典：国勢調査「従業地・通学地による人口・就業状態等集計」
国勢調査結果に基づき、従業地・通学地による人口の構成や
現在住んでいる市区町村との関係を集計したもの
本稿では、二次保健医療圏別の通勤・通学先と住民常駐地を
かけあわせ、流出入状況を分析している

※ 令和２年国勢調査に基づく同集計が未公表のため、参考とし
て、前回調査に基づく集計（平成27年）を掲載



通勤・通学の状況 ※参考値（平成27年調査値）

（出典）平成２７年国勢調査「従業地・通学地による人口・就業状態等集計」

：常駐地と通勤・通学先と常駐地の医療圏が一致
39

＜人 数＞

＜割 合＞

常駐地
通勤・通学先

123,930 11,619 14,554 22,515 1,897 1,006 905 1,527 4,296 2,760 4,385 5,266
5,601 36,539 370 3,412 96 68 1,832 1,767 105 61 409 1,179

11,912 765 82,031 5,657 1,429 256 70 128 6,920 7,326 6,224 3,506
18,093 7,114 8,272 164,409 7,459 7,358 798 1,090 1,166 1,269 8,707 4,875

925 136 1,498 6,306 21,190 881 17 22 53 126 2,557 319
384 102 180 6,639 724 28,690 8 14 17 41 602 376
437 1,530 71 499 18 16 27,241 589 15 19 683 181
649 1,345 53 361 15 8 516 40,237 31 21 361 512

3,813 258 4,713 687 71 61 26 66 61,224 5,592 3,512 1,562
2,704 238 11,496 1,068 225 126 15 55 9,929 164,368 33,933 4,463太田・館林

前橋 渋川

前橋
渋川
伊勢崎

高崎・安中
藤岡

富岡

吾妻 沼田

吾妻

沼田
桐生

伊勢崎
高崎・
安中

藤岡 富岡 桐生
太田・
館林

県外 不明

常駐地
通勤・通学先

63.7% 6.0% 7.5% 11.6% 1.0% 0.5% 0.5% 0.8% 2.2% 1.4% 2.3% 2.7%
10.9% 71.0% 0.7% 6.6% 0.2% 0.1% 3.6% 3.4% 0.2% 0.1% 0.8% 2.3%
9.4% 0.6% 65.0% 4.5% 1.1% 0.2% 0.1% 0.1% 5.5% 5.8% 4.9% 2.8%
7.8% 3.1% 3.6% 71.3% 3.2% 3.2% 0.3% 0.5% 0.5% 0.6% 3.8% 2.1%
2.7% 0.4% 4.4% 18.5% 62.3% 2.6% 0.0% 0.1% 0.2% 0.4% 7.5% 0.9%
1.0% 0.3% 0.5% 17.6% 1.9% 75.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 1.6% 1.0%
1.4% 4.9% 0.2% 1.6% 0.1% 0.1% 87.0% 1.9% 0.0% 0.1% 2.2% 0.6%
1.5% 3.0% 0.1% 0.8% 0.0% 0.0% 1.2% 91.2% 0.1% 0.0% 0.8% 1.2%
4.7% 0.3% 5.8% 0.8% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 75.0% 6.9% 4.3% 1.9%
1.2% 0.1% 5.0% 0.5% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 4.3% 71.9% 14.8% 2.0%

富岡前橋 渋川 伊勢崎
高崎・
安中

藤岡 不明吾妻 沼田 桐生
太田・
館林

県外

吾妻
沼田

桐生
太田・館林

渋川
伊勢崎

高崎・安中

藤岡
富岡

前橋



通勤・通学の状況 ※参考値（平成27年調査値）

63.7％

71.0％

71.3％

62.3％

75.9％

87.0％

91.2％

65.0％

75.0％

71.9％

【凡例】
自圏域内で完結（割合）

10.0％以上の流入

5.0％以上10.0％未満の流入

1.0％以上5.0％未満の流入

県外

県外

*.*％
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自足率68.2%
流出率31.8%

自足率55.5%
流入率44.5%

多野藤岡広域消防本部
圏内への搬送69.4%
圏外への搬送30.6%

圏内62.3%
圏外37.7%

※県外からの
流入率26.4％



関連データの分析・まとめ

全県的に、二次保健医療圏を越えた受療動
向（入院患者の流出入）が顕在化

入院患者の流出率は、過去（Ｈ27）と比較
してほぼ全圏域で増加傾向

二次保健医療圏を越えた救急搬送が常態化

42



地域医療構想に関する今後の
進め方について

1

資料２－１



都
道
府
県

○ 今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や労働力人口の減少を見据え、質の高い医療を効率的に
提供できる体制を構築するためには、医療機関の機能分化・連携を進めていく必要。

○ こうした観点から、各地域における2025年の医療需要と病床の必要量について、医療機能（高度急性期・急性期・回
復期・慢性期）ごとに推計し、「地域医療構想」として策定。
その上で、各医療機関の足下の状況と今後の方向性を「病床機能報告」により「見える化」しつつ、各構想区域に設置
された「地域医療構想調整会議」において、病床の機能分化・連携に向けた協議を実施。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
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○ 厚生労働省から改めて整理の上、示されることとなっていた今後の進め方については、「2022年度及び2023年度に
おいて、公立・公的・民間医療機関における対応方針の策定や検証・見直しを行う」こととされた。

○ このうち、公立病院については、「公立病院経営強化プラン」を具体的対応方針として策定することとされ、策定
に当たり、「策定段階から地域医療構想調整会議を活用して関係者の意見を聴くなど、丁寧な合意形成に努めるべ
き」であるとされた。

○ 今後、各保健医療圏において地域保健医療対策協議会（地域医療構想調整会議）を開催し、改めて地域の現状や課
題、将来の方向性等について、データ等に基づき協議・共有した上で、各医療機関において、地域医療構想を踏まえ
た対応方針の策定や検証・見直しができるよう取り組んでいく。

○ 平成28年度に地域医療構想を策定した後、平成30年２月７日付け「地域医療構想の進め方について」（医政地発
0207第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）により、各医療機関における具体的対応方針の策定が求められ、
本県では平成30年度までに全ての対象医療機関において具体的対応方針が策定され、各保健医療圏の地域保健医療対
策協議会（地域医療構想調整会議）において協議が完了している。

○ 厚生労働省による診療実績等の分析が行われ、令和２年１月17日付け「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の
再検証等について」（医政発0117第４号厚生労働省医政局長通知）により、公立・公的医療機関等の具体的対応方針
の再検証等が要請された。

○ その後、新型コロナウイルス感染症対応に配慮し、再検証等の期限を含め、今後の進め方については、厚生労働省
において改めて整理の上、示されることとなった。

これまでの経緯

国通知を踏まえた対応の方向性

○【厚生労働省】令和４年3月24日付け「地域医療構想の進め方について」（医政発0324第６号厚生労働省医政局長通知）
○【総務省】令和４年３月29日付け「公立病院経営強化の推進について（通知）」（総財準第72号総務省自治財政局長通知）

地域医療構想のこれまでの経緯及び直近の国通知を踏まえた対応の方向性
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具体的対応方針に係るこれまでの対応状況と今後の対応について

具体的対応方針の策定状況（平成30年度までに策定・協議済） 具体的対応方針の再検証要請（R2.1.17）に係る対応

公立病院
（新公立病院改革プラン
策定対象病院）

○「新公立病院改革プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）の作成 ○「自医療機関のあり方について」（県独自様

式）の作成
＊地域や医療機関によっては令和元年度末頃に１度協議を実施公的病院

（公的医療機関等2025
プラン策定対象病院）

○「公的医療機関等2025プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）の作成

民間医療機関
（有床診療所含む）

○「2025年への対応方針」（県独自様式）の
作成 ―

これまでの対応状況

国通知（R4.3.24）を踏まえた対応 具体的対応方針の再検証要請（R2.1.17）に係る対応

公立病院
（公立病院経営強化プ
ラン策定対象病院）

○「公立病院経営強化プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）（※1）の再作成 ○「自医療機関のあり方について」（県独自様

式）（※1）の再作成
＊再検証要請の観点も踏まえて、左記の具体的対応方針の

策定、検証等を行う。
公的病院
（公的医療機関等2025
プラン策定対象病院）

○「公的医療機関等2025プラン」の検証・見直し
○補足資料（県独自様式）（※1）の再作成

民間医療機関
（有床診療所含む）

○「2025年への対応方針」（県独自様式）（※2）
の検証・見直し ―

今後の対応

※1 「地域医療構想を踏まえた『公立病院経営強化プラン』の策定について（依頼）」（令和４年６月28日付け県総務部市町村課長・健康福祉部医務課
長通知）等により、様式を各公立病院に提供済。公的病院にも同様の様式を活用し別途再作成を依頼する予定。

※2 様式については、項目等の必要な検討を行った上で、別途示す予定。
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令和４年度における議論の進め方について

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

地域保健医療対策協議会（地域医療構想調整会議）における議論の進め方（現時点のイメージ）

○データ等に基づき地域の現状や課題、将来の方向性等について協議・共有
※主に部会において、専門的な協議等を実施

本会

部会

○各医療機関あ
て対応方針の検
討・更新依頼

○対応方針の
とりまとめ結
果の協議

部会

本会

部会

本会

各医療機関における対応方針の策定や検証、見直しに当たっての依頼事項等
○ 公立病院には、「公立病院経営強化プラン」を具体的対応方針として策定する際に、地域医療構想との整合性をと

りながら策定する必要があることから、全体の協議と並行して、策定作業の早期の段階で、地域で担う役割・機能等
について地域保健医療対策協議会の場で説明を依頼。（具体的な依頼事項等については別途通知済（R4.6.28））

○ 公的病院には、地域保健医療対策協議会の協議の内容等を踏まえ、検証、必要に応じた見直しを行った具体的対応
方針について、同協議会の場で説明を求める予定。

○ 民間医療機関には、地域保健医療対策協議会の協議の内容等を踏まえ、具体的対応方針の検証、必要に応じた見直
しを依頼し、検討結果が地域医療に影響がある内容等であれば適宜同協議会の場で説明を求める予定。

○ 具体的対応方針の策定・検証等が完了しない医療機関は、令和５年度に継続して協議を行う予定。 資料2-1 5
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参考資料
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県

○ 今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や労働力人口の減少を見据え、質の高い医療を効率的に
提供できる体制を構築するためには、医療機関の機能分化・連携を進めていく必要。

○ こうした観点から、各地域における2025年の医療需要と病床の必要量について、医療機能（高度急性期・急性期・回
復期・慢性期）ごとに推計し、「地域医療構想」として策定。
その上で、各医療機関の足下の状況と今後の方向性を「病床機能報告」により「見える化」しつつ、各構想区域に設置
された「地域医療構想調整会議」において、病床の機能分化・連携に向けた協議を実施。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について
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○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）
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○ 都道府県は、以下の医療機関に対し、地域医療構想調整会議へ出席し、必要な説明を行うよう求めること。

・病床が全て稼働していない病棟を有する医療機関 ・新たな病床を整備する予定の医療機関

・開設者を変更する医療機関

第30条の14 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域ごとに、診療に関する学識経験者の
団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者との協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画にお
いて定める将来の病床数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項に
ついて協議を行うものとする。

２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求めがあつた場合には、これに協力す
るよう努めるとともに、当該協議の場において関係者間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなけ
ればならない。

地域医療構想調整会議について

医療法の規定

○ 都道府県は、毎年度、地域医療構想調整会議において合意した具体的対応方針をとりまとめること。

具体的対応方針のとりまとめには、以下の内容を含むこと。
① 2025年を見据えた構想区域において担うべき医療機関としての役割
② 2025年に持つべき医療機能ごとの病床数

○ 公立病院、公的医療機関等は、「新公立病院改革プラン」「公的医療機関等２０２５プラン」を策定し、平成29年度中に
協議すること。

○ その他の医療機関のうち、担うべき役割を大きく変更する病院などは、今後の事業計画を策定し、速やかに協議する
こと。

○ 上記以外の医療機関は、遅くとも平成30年度末までに協議すること。

【個別の医療機関ごとの具体的対応方針の決定への対応】

【その他】

地域医療構想調整会議の協議事項
「地域医療構想の進め方について」（平成30年2月7日付け医政地発0207第1号
厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）より

第１８回地域医療構想に関するWG
（平成３１年１月３０日） 資料３

地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について
１．これまでの取り組み

○ これまで、2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等
においては地域の民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を
見直し、これを達成するための再編統合の議論を進めるように要請した。

○ 公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、「新公立病院改革ガイドライン」や
「経済財政運営と改革の基本方針2018」においてはそれぞれ、
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・

先進医療の提供
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想
調整会議で合意されるよう取組を推進。

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

（病床ベース）

新公立病院改革
プラン対象病院

公的医療機関等2025
プラン対象病院

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウンサイジング

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90床

回復期／慢性期96床

418床
(▲154床）

572床

医師数

年間救急車受入件数

48.4人
2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）
（３病院計）

機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体の医療
機能の強化、効率化が促進された

地域医療構想の実現のための推進策

2019年３月末

○ 病床機能報告における定量的基準の導入

（36都道府県、79名（平成31年３月））

・調整会議における議論の支援、ファシリテート
・都道府県が行うデータ分析の支援 等

手術、重症患者に対
する治療等の実績が
全くない病棟

3.6万床

【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】

高度急性期

急性期 （2017）

2018年10月からの病床機能報
告において診療実績に着目し
た報告がなされるよう定量的
基準を明確化し、実績のない
高度急性期・急性期病棟を適
正化

○ 2018年６月より地域医療構想アドバイザーを任命

○ 2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

合意済み

95%

議論継続中 5% 2%

合意済み

98%

○ 介護医療院を創設し、介護療養・医療療養病床からの転換を促進

第３２回社会保障WG 資料１－１
（令和元年５月２３日）
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地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

分析項目ごとに診療実績等の一定の指標を設定し、当該医療機関でなければ担えないものに重点化されているか分析する。
重点化が不十分な場合、他の医療機関による代替可能性があるとする。
A 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
B 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接
している。

２．今後の取り組み
-合意形成された具体的対応方針の検証と構想の実現に向けた更なる対策

○ 2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析し、公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ
担えないものに重点化されているか、合意された具体的対応方針を検証し、地域医療構想の実現に必要な協議を促進。

○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データ分析を完了し、「診療実績が少ない」または「診療実績が類似してい
る」と位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、医師
の働き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で
協議し改めて合意を得るように要請する予定。

分析内容

分析のイメージ

類似の診療実績

診療実績が少ない

A
病
院

B
病
院

C
病
院

D
病
院

①診療実績のデータ分析
（領域等（例：がん、救急等）ごと）

民間

公立・公的等

②地理的条件の確認

A
B

C D

類似の診療実績がある場合のう
ち、近接している場合を確認

③分析結果を踏まえた地域医療
構想調整会議における検証

同一構想区域

近接 遠隔

①及び②により

「代替可能性あり」と
された公立・公的医
療機関等

地域医療構想調整会議

医療機関の診療実績や
将来の医療需要の動向等を踏まえ、
医師の働き方改革の方向性も加味して、
○ 代替可能性のある機能の他の医療機関
への統合

○ 病院の再編統合
について具体的な協議・再度の合意を要請

第３２回社会保障WG 資料１－１
（令和元年５月２３日）

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた今後の地域医療構想の進め方について

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和２年７月17日閣議決定）を踏まえ、「具体的対応
方針の再検証等の期限について」（令和２年８月31日付け医政発0831第３号厚生労働省医政局長
通知）を発出。

公立・公的医療機関等の
具体的対応方針の再検証等について

（令和２年１月17日付け通知）

当面、都道府県においては、「経済財政
運営と改革の基本方針2019」における
一連の記載（※）を基本として、地域医療
構想調整会議での議論を進めていただく
ようお願いする。

※経済財政運営と改革の基本方針2019の記載

○医療機関の再編統合を伴う場合
→ 遅くとも2020年秋頃

○それ以外の場合
→ 2019年度中

経済財政運営と改革の基本方針2020

（令和２年７月17日閣議決定）

感染症への対応の視点も含めて、質が高く効率的で
持続可能な医療提供体制の整備を進めるため、可能
な限り早期に工程の具体化を図る。

具体的対応方針の再検証等の期限について

（令和２年８月31日付け通知）

再検証等の期限を含め、地域医療構想に関する取組
の進め方について、「経済財政運営と改革の基本方
針2020」、社会保障審議会医療部会における議論の
状況や地方自治体の意見等を踏まえ、厚生労働省に
おいて改めて整理の上、お示しすることとする。

第27回地域医療構想に関するワーキンググループ
（令和２年10月21日） 資料
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（１）地域医療構想と感染拡大時の取組との関係

○ 新型コロナ対応が続く中ではあるが、以下のような地域医療構想の背景となる中長期的な状況や見通しは変わっていない。
・ 人口減少・高齢化は着実に進み、医療ニーズの質・量が徐々に変化、マンパワーの制約も一層厳しくなる
・ 各地域において、質の高い効率的な医療提供体制を維持していくためには、医療機能の分化・連携の取組は必要不可欠

○ 感染拡大時の短期的な医療需要には、各都道府県の「医療計画」に基づき機動的に対応することを前提に、地域医療構想について
は、その基本的な枠組み（病床の必要量の推計・考え方など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく。

（２）地域医療構想の実現に向けた今後の取組

【各医療機関、地域医療構想調整会議における議論】
● 公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議論・取組を実施するとともに、民間医療機関にお
いても、改めて対応方針の策定を進め、地域医療構想調整会議の議論を活性化

【国における支援】 ＊ 各地の地域医療構想調整会議における合意が前提

● 議論の活性化に資するデータ・知見等を提供
● 国による助言や集中的な支援を行う「重点支援区域」を選定し、積極的に支援
● 病床機能再編支援制度について、令和３年度以降、消費税財源を充当するための法改正を行い、引き続き支援
● 医療機関の再編統合に伴い資産等の取得を行った際の税制の在り方について検討

（３）地域医療構想の実現に向けた今後の工程

○ 各地域の検討状況を適時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組を進めている医療機関や地域に対して支援。

○ 新型コロナ対応の状況に配慮しつつ、都道府県等とも協議を行い、この冬の感染状況を見ながら、改めて具体的な工程の設定（※）に
ついて検討。その際、2025年以降も継続する人口構造の変化を見据えつつ、段階的に取組を進めていく必要がある中、その一里塚と
して、2023年度に各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が進められることから、2022年度中を
目途に地域の議論が進められていることが重要となることに留意が必要。

※ 具体的には、以下の取組に関する工程の具体化を想定
・ 再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証
・ 民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関における対応方針の策定（策定済の場合、必要に応じた見直しの検討）

２．今後の地域医療構想に関する考え方・進め方

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方②
（令和２年１２月１５日 医療計画の見直し等に関する検討会）
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医政発 0324 第６号 

令和４年３月 24 日 

 

各都道府県知事 殿 

厚生労働省医政局長    

（公 印 省 略）    

 

地域医療構想の進め方について 

 

地域医療構想については、これまで、「地域医療構想の進め方について」（平成 30年２

月７日付け医政地発 0207第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）及び「公立・

公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」（令和２年１月 17日付け医政発

0117第４号厚生労働省医政局長通知）等に基づき、取組を進めていただいてきたところ

である。引き続き、これらの通知の記載を基本としつつ取組を進めていただく際に、追加

的に留意いただく事項について、下記のとおり整理したので、貴職におかれては、これら

の整理について御了知いただいた上で、地域医療構想の実現に向けた取組を進めるととも

に、本通知の趣旨を貴管内市区町村、関係団体及び関係機関等へ周知いただくようお願い

する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であることを申し添える。 
 

記 
 

１．基本的な考え方 

 今後、各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が 2023

年度までかけて進められる際には、各地域で記載事項追加（新興感染症等対応）等に向け

た検討や病床の機能分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作

業と併せて、2022年度及び 2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含め

た各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを行う。 

 その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により病

床の機能分化・連携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮する。 

 また、2024年度より医師の時間外労働の上限規制が適用され、2035年度末に暫定特例

水準を解消することとされており、各医療機関において上限規制を遵守しながら、同時に

地域の医療提供体制の維持・確保を行うためには、医療機関内の取組に加え、各構想区域

における地域医療構想の実現に向けた病床機能の分化・連携の取組など、地域全体での質

が高く効率的で持続可能な医療提供体制の確保を図る取組を進めることが重要であること

に十分留意する。 

 なお、地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県

が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるものである。 
 
２．具体的な取組 

 「人口 100 万人以上の構想区域における公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再

検証等について」（令和３年７月１日付け医政発 0701第 27号厚生労働省医政局長通知）

２.（３）において、「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等、地域医療構想

の実現に向けた今後の工程に関しては、新型コロナウイルス感染症への対応状況に配慮し

つつ、各地域において地域医療構想調整会議を主催する都道府県等とも協議を行いなが

ら、厚生労働省において改めて整理の上、お示しすることとしている。」としていたこと

については、2022年度及び 2023年度において、公立・公的・民間医療機関における対応

方針の策定や検証・見直しを行うこととする。 
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 このうち公立病院については、病院事業を設置する地方公共団体は、2021年度末まで

に総務省において策定する予定の「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病

院経営強化ガイドライン」を踏まえ、病院ごとに「公立病院経営強化プラン」を具体的対

応方針として策定した上で、地域医療構想調整会議において協議する。 

 また、民間医療機関を含め、議論の活性化を図るため、必要に応じて以下の観点も参照

するとともに、重点支援区域の選定によるデータ分析等の技術的支援なども併せて活用

し、議論を行う。 
 ※ 民間医療機関を含めた議論の活性化を図るための観点の例（2020年３月 19日の地域医療構

想ワーキンググループにおける議論より） 

  ・ 高度急性期・急性期機能を担う病床…厚生労働省の診療実績の分析に含まれていない手

術の一部（胆嚢摘出手術や虫垂切除手術など）や内科的な診療実績（抗がん剤治療など）、

地理的要因を踏まえた医療機関同士の距離 

  ・ 回復期機能を担う病床…算定している入院料、公民の違いを踏まえた役割分担 

  ・ 慢性期機能を担う病床…慢性期機能の継続の意向や介護保険施設等への転換の意向・状

況  
 

３．地域医療構想調整会議の運営 

 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、地域医療構想調整会議の運営に

当たっては、感染防止対策を徹底するとともに、医療従事者等の負担に配慮する。 

 年間の開催回数についても、必ずしも一律に年４回以上行うことを求めるものではない

が、オンラインによる開催も検討し、必要な協議が十分に行われるよう留意する。 

 また、感染防止対策の一環として会議の傍聴制限を行った場合には、会議資料や議事録

等の公表について、とりわけ速やかに行うよう努める。 
 
４．検討状況の公表等 

 検討状況については、定期的に公表を行う。具体的には、2022年度においては、2022

年９月末及び 2023年３月末時点における検討状況を別紙様式に記入し、厚生労働省に報

告するとともに、各都道府県においてはその報告内容を基にホームページ等で公表する。 

 なお、各都道府県ごとの検討状況については、今後、地域医療構想及び医師確保計画に

関するワーキンググループ等に報告することを予定している。 

 また、様式に定める事項以外にも厚生労働省において、随時状況の把握を行う可能性が

ある。 
 
５．重点支援区域 

 重点支援区域については、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定して

いるが、今後、全ての都道府県に対して申請の意向を聞くことを予定している。 
 
６．その他 

 第８次医療計画の策定に向けては、現在、第８次医療計画等に関する検討会や同検討会

の下のワーキンググループ等において「基本方針」や「医療計画作成指針」の見直しに関

する議論を行っているが、この検討状況については適宜情報提供していく。 

 

 

 

  

 【担当者】 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

 医師確保等地域医療対策室 計画係 

03－5253－1111（内線 2661、2663） 

E-mail iryo-keikaku@mhlw.go.jp 
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（別紙様式） 

 

地域医療構想調整会議における検討状況 

 

都道府県名：      

（    年  月現在） 

１．全体（２及び３の合計） 

 総計 
対応方針の策定・検証状況 

合意・検証済 協議・検証中 協議・検証未開始 

病床数ベース 床 床 ％ 床 ％ 床 ％ 

医療機関数ベース 機関 機関 ％ 機関 ％ 機関 ％ 

 

 

２．公立・公的医療機関等（平成 29年度病床機能報告未報告等医療機関を含む。） 

 総計 
対応方針の策定・検証状況 

合意・検証済 協議・検証中 協議・検証未開始 

病床数ベース 床 床 ％ 床 ％ 床 ％ 

医療機関数ベース 機関 機関 ％ 機関 ％ 機関 ％ 

 

 

３．２以外の医療機関（平成 29年度病床機能報告未報告等医療機関を含む。） 

 総計 
対応方針の策定状況 

合意済 協議中 協議未開始 

病床数ベース 床 床 ％ 床 ％ 床 ％ 

医療機関数ベース 機関 機関 ％ 機関 ％ 機関 ％ 

 

注１ 「合意」とは、地域医療構想調整会議において、対応方針の協議が調うことを指

す。 

 

注２ 「公立・公的医療機関等」は、以下のとおり。 

・ 都道府県、市町村、地方独立行政法人、地方公共団体の組合、国民健康保険団体連合

会、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連合会、社会福

祉法人北海道社会事業協会、共済組合及びその連合会、日本私立学校振興・共済事業

団、健康保険組合及びその連合会、国民健康保険組合及びその連合会、独立行政法人

地域医療機能推進機構、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機

構が設置する病院及び有床診療所 

・ 特定機能病院および地域医療支援病院（医療法人を含むすべての開設者が対象） 

 

注３ 報告対象には有床診療所を含む。 

（参考）有床診療所は、医療施設調査によれば、令和元年 10月１日現在、全国で 6,644

施設となっている。 
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別記１

本様式作成日

平成 年 月 日

平成 年度 ～ 平成 年度

一般 療養 精神 結核 感染症 計

0

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計※

0

科目名

①

②

③

④
26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

（例）救急患者数〈人）

（例）手術件数（件）

2)その他 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

（例）患者満足度（％）

⑤

所 在 地

現在の経営形態

平成　　　　　年　　　　月　　　　日施設コード

団体コード

（
１

）
地
域
医
療
構
想
を
踏
ま
え
た
役
割
の
明
確
化

地域医療構想を踏まえた当
該病院の果たすべき役割
（対象期間末における具体
的な将来像）

一般・療養病
床の病床機

能

病床種別

病 床 数

診療科目

※一般・療養病床の合計数
と一致すること

（計○科目）

団　　　　体　　　　名

新公立病院改革プランの概要

病
院
の
現
状

対　　象　　期　　間

策　　　　定　　　　日

プ　ラ　ン　の　名　称

病 院 名

平成37年（2025年）におけ
る当該病院の具体的な将
来像

1)医療機能・医療品質に係るもの

住民の理解のための取組

一般会計負担の考え方
（繰出基準の概要）

地域包括ケアシステムの構
築に向けて果たすべき役割

医療機能等指標に係る数値目標
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別記１

①

1)収支改善に係るもの 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

経常収支比率（％）

医業収支比率（％）

（例）修正医業収支比率（％）

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

（例）○○費の対医業収益比率（％）

（例）医薬材料費の一括購入による削減率（％）

（例）100床当たり職員数（人）

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

（例）１日当たり入院患者数（人）

（例）１日当たり外来患者数（人）

（例）病床利用率（％）

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

（例）医師数（人）

（例）純資産の額（千円）

（例）現金保有残高（千円）

②

民間的経営
手法の導入

事業規模・事
業形態の見
直し

経費削減・抑
制対策

収入増加・確
保対策

その他

④

上記数値目標設定の考え方

目標達成に向けた具体的
な取組（どのような取組をど
の時期に行うかについて、
特に留意すべき事項も踏ま
え記入）

経営指標に係る数値目標（
２

）
経
営
の
効
率
化

新改革プラン対象期間中の
各年度の収支計画等

別紙１記載

4)経営の安定性に係るもの

2)経費削減に係るもの

経常収支比率に係る目標
設定の考え方（対象期間中
に経常黒字化が難しい場合の
理由及び黒字化を目指す時
期、その他目標設定の特例を
採用した理由）

3)収入確保に係るもの

③

- 11 -



別記１

＜時　期＞

＜時　期＞

当該病院に係る再編・ネット
ワーク化計画の概要

※
点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

公表の方法

経営形態見直し計画の概要 ＜内　容＞

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りま
とめる時期を明記すること。

その他特記事項

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りま
とめる時期を明記すること。

（
３

）
再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化

経営形態の見直し（検討）の方向
性
（該当箇所に✔を記入、検討中の
場合は複数可）

＜内　容＞

（
４

）
経
営
形
態
の
見
直
し

経営形態の現況
（該当箇所に✔を記入）

（５）（都道府県以外記載）新改革プ
ラン策定に関する都道府県からの
助言や再編・ネットワーク化計画策
定への都道府県の参画の状況

当該公立病院の状況

二次医療又は構想区域内の病
院等配置の現況

施設の新設・建替等を行う予定がある

病床利用率が特に低水準（過去３年間連続して70％未満）

地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討する必要がある

公営企業法財務適用 公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 民間譲渡

診療所化 老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行
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【補足資料】 【時点：令和　　年　　月時点】

１　地域において担う役割について （該当するものに○）

２　病床の機能ごとの方針について （病床機能ごとの病床数）

糖尿病 精神 在宅医療

へき地

心血管疾患

氏　名：

E-mail：

周産期 小児

急性期 回復期

休棟中等

0床

災害
将来

(2025年)
がん 脳卒中

救急

慢性期

担当者名等

廃止
介護保険施設
等への移行

0床

慢性期
将来

(2025年)

現在
がん 脳卒中

災害 小児

在宅医療心血管疾患 糖尿病 精神

へき地

T E L ：

救急 周産期

合計 高度急性期

・現在と将来（2025年）における病床の方針（予定）

現在

合計 高度急性期 急性期 回復期

・現在と将来（2025年）における、地域で担う役割（予定）

　「新公立病院改革プラン」･「公的医療機関等
　2025プラン」における医療機能等について

病院名

所在地

プランの別
(いずれかに○)

新公立病院改革プラン 公的医療機関2025プラン
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様式 

自医療機関のあり方について 
 

医療機関名                   
 

① 現在の地域の急性期機能や人口とその推移等、医療機関を取り巻く環境を踏まえ、2025

年を見据えた自医療機関の役割の整理 

 ※周囲に医療機関が無く引き続き急性期機能を担う必要がある場合や、今回の分析対象となっていな

い診療領域に特化しており引き続き急性期病床が必要である場合等については、当該項目で記載願

います。 
 

ア 分析の対象とした領域（がん,心疾患,脳卒中,救急,小児,周産期,災害,へき地,研修・派遣機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 分析の対象外の領域等 

※ア以外の領域（アのうち、分析の対象とならなかった疾患を含む。（例えば、がんのうち、血液系

がんや皮膚系がん等）） 
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② 分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向性 

※該当する領域について、他の医療機関との機能統合や連携、機能縮小等医療機能の方向性を記載願

います。 

 

③ ①及び②を踏まえた機能別の病床数の変動 

具体的対応方針の作成当初の現在(H29 病床機能報告)   見直し後の現在（2020 年 1 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的対応方針の作成当初の将来 (2025 年)         見直し後の将来(2025 年) 

 

 

 

 

 

 

 

領域 医療機能の方向性 

がん  

心疾患  

脳卒中  

救急  

小児  

周産期  

災害  

へき地  

研修・派遣機能  

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

  廃

止 

介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 

回

復

期 

慢

性

期 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 

 

床 
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１．基本情報 【 年 月時点】

２．病床について （病床機能ごとの病床数（一般・療養））

日 日 日 日

% % % %

※1　在棟患者延べ数（年間）／（（新規入棟患者数（年間）＋退棟患者数（年間））／2）

※2　在棟患者延べ数（年間）／許可病床数（現在）／365

※3　在棟患者延べ数（年間）、新規入棟患者数（年間）、退棟患者数（年間）は直近の病床機能報告で報告した

　　  数値を使用してください。

３．医療機能について

急性期 回復期 慢性期

2025年に
向けた

病床活用の
見通し

)(

介護保険施設
等への移行

床床

科診療科目

現在

がん 脳卒中

その他

医療機関名

沿革

床

合計

将来
(2025年)

所在地

休棟中等慢性期回復期急性期高度急性期

床床 床 床

合計
高度急性期

平均在院日数(※1)

2025年への対応方針

床 床 床 床 床 床

【2019年改訂版】

｢その他｣の
具体的な機能

糖尿病 精神疾患 在宅医療

へき地 周産期 小児

がん 脳卒中 心血管疾患 糖尿病

現在

病床稼働率(※2)

将来
(2025年)

救急 災害 その他

｢その他｣の
具体的な機能

廃止

精神疾患 在宅医療

へき地救急 災害

心血管疾患

周産期 小児
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４．連携している医療機関について

５．当院の特徴について

特徴的な

特徴的な

６．現状と今後の方針等

氏名 ：

TEL :

E-mail ：

主な紹介元医療機関

主な紹介先医療機関

その他
（県民・受診者への

メッセージ等）

当院の現状

当院の未来像

記載内容に関する
問い合わせ先
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外来機能の
明確化・連携について

1

資料３－１



目次

１．医療法の改正（外来機能の明確化・連携） ･･･P.３

２．外来機能報告 ･･･P.５

３．外来医療に資する地域の協議の場 ･･･P.７

４．紹介受診重点医療機関 ･･･P.９

５．今後のスケジュール ･･･P.14

６．「地域の協議の場」のあり方について（案） ･･･P.16

2



１．医療法の改正（外来機能の明確化・連携）

3



２．改正の概要

１．外来医療の課題

外来医療の機能の明確化･連携改正医療法について

4

地域で限られた医療資源をより効果的･効率的に活用していくため
外来機能の明確化･連携を進めていく必要がある。

・医療機関が都道府県に外来医療の実施状況を報告する。①外来機能報告の実施

②地域での協議の実施

③紹介受診重点医療機関
の明確化

・外来機能の情報が十分得られていない
・患者の、いわゆる「大病院志向」

一部の医療機関に
外来患者が集中

患者の待ち時間や
勤務医の外来負担等の増加

・②において、協議が整った医療機関を、紹介受診重点医療
機関として都道府県が公表する。

・①の結果を踏まえ、外来機能の明確化・連携に向けて必
要な協議を行う。



２．外来機能報告

5



6

１．概要
医療機関が都道府県に対して医療機関が都道府県に対して
外来機能に関する情報を報告

各地域、各医療機関における各地域、各医療機関における
外来機能の明確化を図る

２．対象医療機関

①病院又は有床診療所

②無床診療所（任意）

３．報告項目
①医療資源を重点的に活用する外来の実施状況等

②紹介受診重点医療機関となる意向の有無（※）

③紹介・逆紹介の状況（※）

④救急医療の実施状況

⑤外来における人材の配置状況（※）

⑥高額等の医療機器・設備の保有状況 等

紹介受診重点医療機関の明確化に関する項目

外来機能の明確化・連携に関する項目

外来機能報告について

（参考）「医療資源を重点的に活用する外来」

①医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来（Kコード（手術）等を算定した前後30日間の外来）

②高額等の医療機器・設備を必要とする外来（外来化学療法加算を算定、外来放射線治療加算を算定、等）

③特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来、等）

※NDB等で把握できない項目（一部）



３．外来医療に資する地域の協議の場

7



【 概 要 】

保健医療圏ごとに、外来医療に資する「地域の協議の場」を設置 ※地域の協議の場は、地域医
療構想調整会議を活用する
ことが可能

３．参加者

～R4.3.31 R4.4.1～

議題

①地域の医療機関の外来機能の
明確化･連携に関する事項

②外来医師偏在指標を踏まえた
外来医療に係る医療提供体制の状況

③医療提供施設の建物の全部又は一部、
設備、器械及び器具の効率的な活用

等

①外来機能報告の結果を踏まえた
地域の医療機関の外来機能の
明確化･連携に関する事項

④外来機能報告の結果を踏まえた
紹介受診重点医療機関の明確化に
関する事項

参加者

a.郡市区医師会等の
地域における学識経験者

b.代表性を考慮した病院・診療
c.医療保険者
d.市区町村

等

e.

地域の外来医療に関する協議を行い、公表

が一致しない
医療機関

医療資源を重点的に
活用する外来に関する基準

紹介受診重点医療機関
としての役割を担う意向

外来医療に資する「地域の協議の場」について

医療法改正

8



４．紹介受診重点医療機関

9



紹介患者への
外来を基本とする

医療機関

特定機能

病院

地域医療
支援病院

10

紹介受診重点医療機関について

【 概 要 】
①医療資源の活用が大きく、紹介患者への外来を基
本とする医療機関。

②特定機能病院や地域医療支援病院以外に、紹介患
者への外来を基本として、状態が落ち着いたら逆
紹介により再診患者を地域に戻す役割を担う医療
機関を明確化。

③地域の協議の場において、外来機能報告を踏まえ
て協議を行い、協議が整った医療機関を都道府県
が公表。



地域医療支援病院 特定機能病院
概要

（制度趣旨）
患者に身近な地域で医療が提供されるこ
とが望ましいという観点から、紹介患者
に対する医療提供、医療機器等の共同利
用の実施等を行い、かかりつけ医等への
支援を通じて地域医療の確保を図る病院。

医療施設機能の体系化の一環として、
高度の医療の提供、高度の医療技術の
開発及び高度の医療に関する研修を実
施する能力等を備えた医療機関。

役割 ○紹介患者に対する医療の提供
○医療機器の共同利用の実施
○救急医療の提供
○地域の医療従事者に対する研修

○高度の医療の提供
○高度の医療技術の開発・評価
○高度の医療に関する研修
○高度な医療安全管理体制

承認者 都道府県知事 厚生労働大臣

承認要件 ○原則200床以上
○紹介患者中心の医療を提供
① 紹介率80％以上
② 紹介率65％以上、逆紹介率40％以上
③ 紹介率50％以上、逆紹介率70％以上

等

○400床以上
○紹介患者中心の医療を提供
（紹介率50％以上、逆紹介率40％以上）
○英語論文数が年70件以上
○高度の医療の提供、開発等を
実施する能力を有する

等

（参考）地域医療支援病院及び特定機能病院について

11



①紹介受診重点医療機関の役割を担う意向
②医療資源を重点的に活用する外来に関する基準の適合状況

③紹介・逆紹介の状況、医療機関の特性や地域の実情
等

①紹介受診重点医療機関の明確化においては、医療機関の意向が第一とした上で、地域の医療提供体制
のあり方として望ましい方向性について、関係者間で十分に協議する。

②地域の協議の場（１回目）で医療機関の意向と異なる結論となった場合は、当該医療機関において、
地域の協議の場での協議を踏まえて意向等の再検討を行う。再検討した意向等を踏まえ、地域の協議
の場（２回目）での協議を再度実施する。

意向 基準 協議の進め方

○
○ ・特別な事情がない限り、紹介受診重点医療機関となることが想定

× ・基準に加えて、紹介率・逆紹介率等を活用して協議を行う。

×
○ ・意向が第一であることを踏まえつつ、地域の医療提供体制のあり方・紹介受診重点医

療機関の趣旨等について協議をした上で、改めて意向を確認。

× －

初診・再診の外来件数のうち、「医療資源を重点的に活用する外来」の割合
初診４０％以上 再診２５％以上

12

紹介受診重点医療機関について

１．明確化の流れ

外
来
機
能
報
告

地
域
の
協
議
の
場

都
道
府
県
が
公
表

２．協議の留意点



【紹介受診重点医療機関となった場合】
①紹介状のない患者等が受診する場合の定額負担の徴収の対象（一般病床200床以上：例外規定あり）。

②紹介受診重点医療機関入院診療加算（入院初日に800点）を算定できる。
（一般病床200床以上：地域支援病院入院加算の併算定は不可）

③連携強化診療情報提供料（旧：診療情報提供料Ⅲ）を毎月算定できる。

④紹介受診重点医療機関である旨の広告が可能となる。 等

13

紹介受診重点医療機関について



５．今後のスケジュール

14



①外来医療に資する「地域の協議の場」のあり方については、各地域保健医療対策
協議会で検討を行い、地域毎に決定する。
②地域毎に決定した「地域の協議の場」において、協議の整った医療機関を「紹介
受診重点医療機関」として、県が公表する。

15

今後のスケジュール（予定）

令和３年度 令和５年度

　

１２月 ２月５月 ９月

３　地域の
　　協議の場

１０月

１　国

２　群馬県

令和４年度

３月６月 ７月４月 １１月８月 １月

「紹介受診重点医療機関」等の公表方法の検討

外来医療に資する

「地域の協議の場」

の決定

外来機能報告

対象機関の抽出

取り

まとめ

報告結果の分析

第１回 開催

報告結果等の公表

外来機能報告等

に関するWG

報告書
対象医療

機関から

の報告

紹介受診重点

医療機関の公表

・紹介受診重点医療

機関等の制度上の

仕組み

・受診の流れ

・受診に伴う定額徴収

等の周知

第２回 （※）

外来機能報告等

に関する

ガイドライン

外来医療に資する

「地域の協議の場」の検討

地域保健医療

対策協議会

報告

の

依頼

・「紹介受診重点

医療機関」のと

りまとめに向け

た協議

・外来機能の明

確、連携に向

けた協議

等

※「紹介受診重

点医療機関」

に関する協

議が整わな

い場合、改め

て意向を確

認する。



６．「地域の協議の場」のあり方について（案）
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【藤岡保健医療圏における「地域の協議の場」について（案）】
①藤岡保健医療圏の外来医療に資する協議を行う「地域の協議の場」については、
引き続き、「多野藤岡地域保健医療対策協議会」とする。（「病院等機能部会」
も活用）。

②その他、必要に応じて参加者を招集することを検討する。 17

【現状】 【医療法及び国のガイドライン】
◆地域医療構想調整会議※を活用することが可能。
※地域においては地域保健医療対策協議会

～外来医療に資する「地域の協議の場」について～
【議題】
①外来機能報告を踏まえた「紹介受診重点医療機関」の明確化に関する事項
②外来機能報告を踏まえた外来医療に係る病院及び診療所の機能の分化及び連携の推進に関する事項
③外来医師偏在指標を踏まえた外来医療に係る医療提供体制の状況
④複数の医師が連携して行う診療の推進
⑤医療提供施設の建物の全部又は一部、設備、器械及び器具の効率的な活用
⑥その他外来医療に係る医療提供体制を確保するために必要な事項

【参加者】
①郡市区医師会等の地域における学識経験者、代表性を考慮した病院・診療所、医療保険者、市区町村等。
②紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協議を行う場合、医療資源を重点的に活用する外来に関する基準
と「紹介受診重点医療機関」としての役割を担う意向が一致しない医療機関。

藤岡保健医療圏
「地域の協議の場」

「多野藤岡地域
保健医療対策協議会」

（「病院等機能部会」も活用）

藤岡保健医療圏における「地域の協議の場」について（案）



1 藤岡多野医師会長

2 藤岡多野医師会副会長

3 藤岡多野医師会理事

4 公立藤岡総合病院長

5 医療法人社団三思会 くすの木病院長

6 藤岡市国民健康保険 鬼石病院長

7 医療法人育生会 篠塚病院長

8 医療法人和光会 光病院長

9 藤岡市健康福祉部長

10 上野村保健福祉課長

11 神流町保健福祉課長

      任期：依頼～令和5年3月31日

役  職  名

多野藤岡地域保健医療対策協議会病院等機能部会構成員

資料３－２
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外来機能報告等に関するガイドライン 

 

令和４年３月 16 日 

 

 

目次 

１ はじめに 

 

２ 外来機能報告 

 

３ 地域の協議の場 

 

４ スケジュール及び具体的な流れ 

 

５ 国民への理解の浸透 

 

※本ガイドラインは、外来機能報告等の関連政省令等の施行通知（令和４年３月 31日発

出予定）の「別添」と位置づける。 

  

kobayashi-s
テキストボックス

資料３－３
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１．はじめに 

○ 令和３年５月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推

進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 49 号）が成

立・公布された。同法において、地域の医療機関の外来機能の明確化・連携に

向けて、データに基づく議論を地域で進めるため、外来機能報告等が医療法に

位置づけられた（令和４年４月１日施行）。 

 

○ 具体的には、①対象医療機関（P.3 参照）が都道府県に対して、外来医療の

実施状況を報告（外来機能報告）する、②当該報告を踏まえて、「地域の協議

の場」において、外来機能の明確化・連携に向けて必要な協議を行う、③この

中で、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に担う医療機関と

して、「紹介受診重点医療機関」を明確化することとした。 

 

○ これは、患者が医療機関を選択するに当たり、外来機能の情報が十分得られ

ず、また、患者にいわゆる大病院志向がある中で、一部の医療機関に外来患

者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の課題が生じていること

から、患者の流れの円滑化を図るため、医療資源を重点的に活用する外来の

機能に着目し、紹介受診重点医療機関を明確化することとしたものである。 

 

○ 紹介受診重点医療機関の明確化については、医療機関が都道府県に対して

外来医療の実施状況や紹介受診重点医療機関となる意向の有無等を報告し、

当該報告を踏まえて、「地域の協議の場」において協議を行い、協議が整った

医療機関を都道府県が公表することとした。 

 

○ 本ガイドラインは、「地域の協議の場」において外来機能報告を踏まえた協

議を円滑に進めるために策定するものであり、都道府県においては、本ガイ

ドラインを参考にしつつ、地域の実情に応じながら「地域の協議の場」を運

営すること。その際、「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドラ

イン」（平成３１年３月２９日医政地発０３２９第３号、医政医発０３２９第

６号）も踏まえて運営すること。また、外来機能報告等に関しては、令和３年

12 月 17 日に外来機能報告等に関するワーキンググループが取りまとめた「外

来機能報告等に関する報告書」も参照されたい。 
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２． 外来機能報告 

２－１ 対象医療機関 

○ 外来機能報告の実施主体は、病床機能報告対象病院等であって外来医療を

提供するものの管理者である。病床機能報告対象病院等とは、病院又は診療

所であって療養病床又は一般病床を有するものである。 

 

○ また、患者を入院させるための施設を有しない診療所（以下「無床診療所」

という。）の管理者も、外来機能報告を行うことができる。 

 

○ なお、令和４年度は、厚生労働省において、無床診療所のうち、医療資源

を重点的に活用する外来を行っている蓋然性の高い無床診療所を抽出し、あ

らかじめ当該報告を行う意向を確認することとしている。 

 

２－２ 報告項目 

○ 報告項目は、別紙１のとおり。 

 

○ 有床診療所については、事務負担を考慮して、紹介・逆紹介の状況及び外

来における人材の配置状況（専門看護師、認定看護師及び特定行為研修終了

看護師に係るものに限る。）は任意項目とする（以下「有床診療所任意報告

項目」という。）。 

 

○ また、対象医療機関になった無床診療所については、病床機能報告の対象

ではないこと等も考慮して、有床診療所任意報告項目に加えて、救急医療の

実施状況、外来における人材の配置状況及び高額等の医療機器・設備の保有

状況についても任意項目とする。 
 

２－３ 報告項目の考え方 

（１） 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況 

○ 医療資源を重点的に活用する外来の機能に着目して紹介患者への外来を

基本とする医療機関である紹介受診重点医療機関を明確化することとする。

具体的には、以下の①～③のいずれかの外来について、医療資源を重点的に

活用する外来とする。 

① 医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 

・ 次のいずれかに該当した入院を「医療資源を重点的に活用する入院」

とし、その前後 30 日間の外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用する

外来｣を受診したものとする（例：がんの手術のために入院する患者が術
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前の説明･検査や術後のフォローアップを外来で受けた等）。 

 Ｋコード（手術）を算定 

 Ｊコード（処置）のうちＤＰＣ入院で出来高算定できるもの（※１）を算定 

※１： 6000 ㎠以上の熱傷処置、慢性維持透析、体幹ギプス固定等、1000 点以上 

 Ｌコード（麻酔）を算定 

 ＤＰＣ算定病床の入院料区分 

 短期滞在手術等基本料２、３を算定 
 

② 高額等の医療機器・設備を必要とする外来 

・ 次のいずれかに該当した外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用す

る外来｣を受診したものとする。 

 外来化学療法加算を算定 

 外来放射線治療加算を算定 

 短期滞在手術等基本料１を算定 

 Ｄコード（検査）、Ｅコード（画像診断）、Ｊコード（処置）のうち地域包括診

療料 において包括範囲外とされているもの（※２）を算定 

※２： 脳誘発電位検査、CT 撮影等、550 点以上 

 Ｋコード（手術）を算定 

 Ｎコード（病理）を算定 
 

③ 特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来等） 

・ 次の外来の受診を、｢医療資源を重点的に活用する外来｣を受診したも

のとする。 

 診療情報提供料Ⅰを算定した 30 日以内に別の医療機関を受診した場合、当該

「別の医療機関」の外来 

 

（２） 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な事項 

○ 地域の協議の場においては、紹介受診重点医療機関の取りまとめに加えて、

紹介元・逆紹介先となる地域の「かかりつけ医機能を担う医療機関」など、

地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な事項について報告を受

け、データに基づく議論を行う必要がある。 

 

○ このため、NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース）で把握で

きる項目のうち、地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な外来・

在宅医療・地域連携の実施状況について医療機関から都道府県に報告を行う

こととした。具体的な項目は別紙１のとおりであり、当該項目の考え方等に

ついては別紙２を参考にすること。 
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○ 別紙２は、報告項目に掲げられた診療報酬の算定要件等を明示したもので

あり、地域の外来機能の明確化・連携の推進に関する協議は、当該報酬の算

定状況のみをもって各医療機関の機能を議論するのではなく、あくまでも算

定状況も参考にしながら、幅広い議論を行うよう留意すること。 
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３．地域の協議の場 

３－１ 議題 

○ 地域の協議の場の議題は、 

・ 紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協議 

・ 外来機能の明確化・連携に向けた協議 

とする。 
 

○ 令和４年度については、外来機能報告等の施行初年度であるため、紹介受

診重点医療機関の明確化に資する協議を中心に行うこと。 

 

３－２ 地域の協議の場の参加者 

○ 地域の協議の場の参加者は、医療法上の規定に則って、郡市区医師会等の

地域における学識経験者、代表性を考慮した病院・（有床）診療所の管理者、

医療保険者、市区町村等とする。 

 

○ これらの参加者に加えて、紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協

議を行う場合、以下の医療機関の出席を求め、意見を聴取すること。 

① 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基

準に該当するものの、外来機能報告において「紹介受診重点医療機関」と

しての役割を担う意向を有しない医療機関 

② 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基

準に該当しないものの、外来機能報告において「紹介受診重点医療機関」

としての役割を担う意向を有する医療機関 

 （注） 地域の協議の場がその目的を十分に果たすため、議論が活性化す

るよう意見交換を重視する運営とすることが望ましい。しかしながら、

地域の協議の場に出席者が集まることが現実的ではない場合など、協

議の簡素化のため、地域の実情に応じて、当該医療機関から、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準と意向が合致しない理由等

の文書の提出を求める等の柔軟な対応も可能とする。 

 

○ また、地域の協議の場における外来機能の明確化・連携に向けた協議を行

う場合、協議をより効果的・効率的に進める観点から、都道府県は、議事等

に応じて、追加的に参加を求める関係者を選定するなど、柔軟に協議の場を

運営すること。 

 

○ なお、地域の協議の場については、医療法上、地域医療構想調整会議を活
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用することも可能である。 

※ 現在、地域の協議の場において外来医療計画に係る協議が行われているが、多くの

地域で地域医療構想調整会議が活用されている。 

 

３－３ 協議の進め方 

○ 外来医療においては、医療資源や医療ニーズの状況等が地域によって異な

っているため、紹介受診重点医療機関の取りまとめに当たっては、医療機関

の特性や地域性を考慮する必要があり、医療資源を重点的に活用する外来に

関する基準を参考にし、当該医療機関の意向に基づき、地域の協議の場で確

認することにより、地域の実情を踏まえる仕組みとする。 

 

○ 協議は、以下のとおり進めること。 

（１） 紹介受診重点医療機関の協議については、外来機能報告から整理さ

れた、医療機関ごとの紹介受診重点医療機関となる意向の有無、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準の適合状況、外来医療の実施状

況、紹介・逆紹介の状況等を踏まえて議論する。紹介受診重点医療機関

の取りまとめにおいては、当該医療機関の意向が第一となる。その上で、

協議に当たっては、当該地域の医療提供体制のあり方として望ましい方

向性について、関係者間で十分に協議しつつ、取りまとめに向けた摺り

合わせを行うこと。 

 

・ 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準の具体的な水準は、 

 初診基準（初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外

来（※）」の件数の占める割合）：40％以上 

かつ 

 再診基準（再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外

来（※）」の件数の占める割合）： 25％以上 

とする。 

 （※）医療資源を重点的に活用する外来は、P.3 の①～③のいずれかに該当する件

数。 

 

・ また、参考にする紹介率及び逆紹介率は、地域医療支援病院の定義

を用いることとし、具体的な水準は、紹介率 50％以上かつ逆紹介率

40％以上とする。 

（注） 紹介率は、「紹介患者の数」を「初診患者の数」で除して算出し、逆紹介

率は、「逆紹介患者の数」を「初診患者の数」で除して算出する。 
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（２） 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たした医療機関

であって、紹介受診重点医療機関の役割を担う意向を有する場合は、特

別な事情がない限り、紹介受診重点医療機関となることが想定される。 

 

（３） 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準と医療機関の意向が

合致しない医療機関については、当該地域の地域性や当該医療機関の特

性等を考慮して協議を行う。具体的には、 

・ 地域の協議の場（１回目）で医療機関の意向と異なる結論となった

場合は、当該医療機関において、地域の協議の場での議論を踏まえて

再度検討を行い、当該医療機関の再度検討した意向を踏まえ、地域の

協議の場（２回目）での協議を再度実施する。 

・ 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準と医療機関の意向が

合致しない医療機関のうち、医療資源を重点的に活用する外来に関す

る基準を満たさない医療機関であって、紹介受診重点医療機関となる

意向を有する医療機関については、地域の協議の場において、医療資

源を重点的に活用する外来に関する基準に加えて、紹介率・逆紹介率

等を活用して協議を行う。 

・ また、医療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たす医療

機関であって、紹介受診重点医療機関となる意向を有しない医療機関

については、当該医療機関の意向が第一であることを踏まえつつ、当

該地域の医療提供体制のあり方を協議の上、紹介受診重点医療機関の

趣旨等について説明し、２回目の協議に向けて改めて意向を確認する

こと。 

・ 地域の協議の場の協議の進め方については、状況に応じて持ち回り

とする、文書提出のみとするなどの柔軟な対応も可能とする。 

 

○ 医療機関の意向と地域の協議の場での結論が最終的に一致したものに限

り、紹介受診重点医療機関とし、都道府県において、協議結果を取りまとめ

て公表すること。 

 

○ 令和４年 10 月１日以降は、紹介受診重点医療機関のうち、一般病床 200

床以上の病院は紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の対象となる

こととされている。この定額負担においては、定額負担の徴収を認められな

い患者（注１）及び徴収を求めないことができる患者（注２）が定められてい

る。地域の協議の場においては、こうした除外要件も踏まえつつ、地域に他

に当該診療科を標榜する保険医療機関がない場合など、患者がまずは地域の
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｢かかりつけ医機能を担う医療機関｣を受診し、必要に応じて紹介を受けて当

該紹介受診重点医療機関を受診するという受診の流れとならない場合につ

いて、医療機関の特性も含めて配慮すること｡なお、令和４年度診療報酬改

定における紹介状なしで受診する場合等の定額負担の見直しについては、別

紙３を参照すること。 

（注１）救急の患者、国の公費負担医療制度の受給対象者など 

（注２）紹介状なしの初診患者であって、地域に他に当該診療科を標榜する保険医療機

関がなく当該保険医療機関が外来診療を実質的に担っているような診療科を

受診する患者、特定健康診断・がん検診等の結果により精密検査受診の指示を

受けた患者など 

 

○ なお、外来機能の明確化・連携に向けた協議については外来機能報告デ

ータや既存の統計調査等で明らかとなる地域の外来医療提供体制の現状と

課題について、参加する関係者で認識を共有することとし、令和４年度以

降の外来機能報告及び地域の協議の場でのデータや議論の蓄積を踏まえ

て、共有することとなる。具体的な協議事項のポイントや留意点等につい

ては、改めて提示する。 

 

３－４ 結果の公表 

○ 患者の流れのさらなる円滑化は住民の理解が必要であるため、協議プロセ

スの透明性の確保の観点からも、都道府県において、地域の協議の場に提出

された資料のうち、患者情報や医療機関の経営に関する情報（一般的に閲覧

可能なものは除く。）は非公開とし、その他の資料、協議結果は住民に公表

する。 

 

○ 紹介受診重点医療機関は、紹介患者への外来を基本とする医療機関である

ことが患者に分かるよう、広告可能とし、医療機能情報提供制度の項目に追

加することとした。なお、特定機能病院や地域医療支援病院についても、医

療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たし、医療機関の意向と地

域の協議の場での結論が一致した場合、紹介受診重点医療機関として広告す

ることも可能である。 

 

○ 外来機能報告は、紹介受診重点医療機関に関する医療機関の意向を含め、

毎年度都道府県に提出される。こうした中で、年によって、医療資源を重点

的に活用する外来に関する基準の合致状況等が異なることもあり得る。この

場合、患者負担が急に変更されることなどにより、地域の住民に対して混乱
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を生じさせることがないよう、基準への合致状況が一時的なものか恒常的な

ものかなどを見極めつつ丁寧に協議すること、また、紹介受診重点医療機関

の協議の取りまとめに当たっては、地域の住民への周知などについて十分に

配慮すること。 
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４．スケジュール及び具体的な流れ 

○ 外来機能報告は、病床機能報告と一体的に報告を行う。令和４年度以降の具

体的な年間スケジュールは以下のとおりであり、年度内に地域の協議の場に

おける協議を行うこととする。なお、令和４年度については、原則として、都

道府県において、令和５年３月までに紹介受診重点医療機関を公表する。 

 

 

４月～ 

 

・ 対象医療機関の抽出 

・ NDB データ（前年度 4月～3月）を対象医療機関別に集計 

９月頃 

 

・ 対象医療機関に外来機能報告の依頼 

・ 報告用ウェブサイトの開設 

・ 対象医療機関に NDB データの提供 

10～11

月頃 

・ 対象医療機関からの報告 

12月頃 

 

・ データ不備のないものについて、集計とりまとめ 

・ 都道府県に集計とりまとめを提供 

１～３

月頃 

 

・ 地域の協議の場における協議 

・ 都道府県による紹介受診重点医療機関の公表 

・ 都道府県に集計結果の提供 

 

  



12 
 

５．国民への理解の浸透 

○ 患者がまずは地域の「かかりつけ医機能を担う医療機関」を受診し、必要

に応じて紹介を受けて、紹介患者への外来を基本とする医療機関である紹介

受診重点医療機関を受診するとともに、状態が落ち着いたら逆紹介を受けて

地域に戻るなど、受診の流れと医療機関の機能・役割について、住民に周知

啓発を行うことが必要である。 

 

○ 厚生労働省においては、外来機能報告や紹介受診重点医療機関等の制度上

の仕組みや、上記のような「かかりつけ医機能を担う医療機関」を中心とし

た受診の流れ、医療機関ごとの求められる機能・役割等の周知を行うことと

している。 

 

○ 都道府県においては、それらに加えて、地域の医療機関の外来機能の明確

化･連携の状況とともに、個々の紹介受診重点医療機関について、都道府県

報やホームページによる公表、プレスリリース等によるマスコミへの周知、

シンポジウム・講演・SNS 等による周知・呼びかけなど、幅広い世代の住民

に行き渡るように公表を行うこと。 

 

○ さらに、令和４年 10 月１日以降は、紹介受診重点医療機関のうち、一般

病床 200 床以上の病院は紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の対

象となることとされている。具体的には、紹介受診重点医療機関の公表がな

されてから、半年経過するまでの間に、当該紹介受診重点医療機関において

定額徴収が開始されることとなるため、都道府県において、別紙３に掲げる

令和４年度診療報酬改定の概要をしっかりと理解した上で、地域の住民に対

する周知を徹底し、医療機関の窓口等での混乱が生じないよう留意すること｡ 
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(1) 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況

① 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の概況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来の類型ごとの実施状況を報告
＜報告イメージ＞

② 医療資源を重点的に活用する外来の実施状況の詳細 〔NDBで把握できる項目〕

・ 医療資源を重点的に活用する外来のうち、主な項目の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

※「患者延べ数」とは、患者ごとの受診日数を合計したものとする。

日数 初診（再診）の外来延べ患者数に対する割合
初診の外来の患者延べ数 日 －

医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％
医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －
高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

再診の外来の患者延べ数 日 －
医療資源を重点的に活用する外来の患者延べ数 日 ％

医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来の患者延べ数 日 －
高額等の医療機器・設備を必要とする外来の患者延べ数 日 －
特定の領域に特化した機能を有する外来の患者延べ数 日 －

初診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

再診の医療資源を重点的に活用する外来

外来化学療法加算を算定した件数 件

外来放射線治療加算を算定した件数 件

CT撮影を算定した件数 件

MRI撮影を算定した件数 件

PET検査を算定した件数 件

SPECT検査を算定した件数 件

高気圧酸素治療を算定した件数 件

画像等手術支援加算を算定した件数 件

悪性腫瘍手術を算定した件数 件

③ 紹介・逆紹介の状況（紹介率・逆紹介率） 〔NDBで把握できない項目〕

・ 紹介率・逆紹介率を報告 （初診患者数、紹介患者数、逆紹介患者数）

④ 外来における人材の配置状況 〔専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告で把握できる項目〕（病

床機能報告で報告する場合、重複項目は省略可）

・ 医師について、施設全体の職員数を報告

・ 看護師、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師、准看護師、看護補助者、助産師、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、薬剤師、臨床工学技士、管理栄養士について、外来部門の職員数を報告

※ 勤務時間の概ね8割以上を外来部門で勤務する職員を計上。複数の部門で業務を行い、各部門での勤務が通常の勤務時間の8割未満となる場
合は、外来部門の職員として計上（病床機能報告と同様の計上方法）

＜報告イメージ＞（専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師を除き、病床機能報告と同様）

⑤ 高額等の医療機器・設備の保有状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ マルチスライスCT（64列以上、16列～64列、16列未満）、その他のCT、MRI（3テスラ以上、1.5～3テスラ未満、1.5テスラ
未満）、血管連続撮影装置（DSA法を行う装置）、SPECT、PET、PETCT、PETMRI、ガンマナイフ、サイバーナイフ、強度
変調放射線治療器、遠隔操作式密封小線源治療装置、内視鏡手術用支援機器（ダヴィンチ）の台数を報告

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

＜施設全体＞ － －

医師 人 人

＜外来部門＞ － －

看護師 人 人

専門看護師・認定看護師・
特定行為研修修了看護師

人 人

准看護師 人 人

看護補助者 人 人

常勤（実人数） 非常勤（常勤換算）

助産師 人 人

理学療法士 人 人

作業療法士 人 人

言語聴覚士 人 人

薬剤師 人 人

臨床工学技士 人 人

管理栄養士 人 人

別紙１ 

(2) ｢医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関｣となる意向の有無 〔NDBで把握できない項目〕

(3) 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要なその他の事項

① その他の外来・在宅医療・地域連携の実施状況 〔NDBで把握できる項目〕

・ 地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な外来・在宅医療・地域連携の実施状況を報告
＜報告イメージ＞

② 救急医療の実施状況 〔病床機能報告で把握できる項目〕（病床機能報告で報告する場合、省略可）

・ 休日に受診した患者延べ数、夜間・時間外に受診した患者延べ数、救急車の受入件数を報告
＜報告イメージ＞（病床機能報告と同様）

人数・件数

休日に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

夜間・時間外に受診した患者延べ数 人

上記のうち、診察後直ちに入院となった患者延べ数 人

救急車の受入件数 件

生活習慣病管理料を算定した件数 件

特定疾患療養管理料を算定した件数 件

糖尿病合併症管理料を算定した件数 件

糖尿病透析予防指導管理料を算定した件数 件

機能強化加算を算定した件数 件

小児かかりつけ診療料を算定した件数 件

地域包括診療料を算定した件数 件

地域包括診療加算を算定した件数 件

オンライン診療料を算定した件数 件

往診料を算定した件数 件

在宅患者訪問診療料（Ⅰ）を算定した件数 件

在宅時医学総合管理料を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅰ）を算定した件数 件

診療情報提供料（Ⅲ）を算定した件数 件

地域連携診療計画加算を算定した件数 件

がん治療連携計画策定料を算定した件数 件

がん治療連携指導料を算定した件数 件

がん患者指導管理料を算定した件数 件

外来緩和ケア管理料を算定した件数 件
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地域の外来機能の明確化・連携の推進のために必要な 

外来・在宅医療・地域連携の実施状況 

報告項目 算定要件 参考とする考え方 

生活習慣病管理料 脂質異常症、高血圧症又は糖尿病を主病

とする患者に対して、当該患者の同意を

得て治療計画を策定し、当該治療計画に

基づき、生活習慣に関する総合的な治療

管理を行った場合に算定。 

生活習慣病の患者に

対する総合的な医療 

特定疾患療養管理料 生活習慣病等を主病とする患者について

プライマリケア機能を担う地域のかかり

つけ医師が治療計画に基づき療養上必要

な管理を行った場合に算定。 

かかりつけ医師によ

る医療 

糖尿病合併症管理料 糖尿病足病変ハイリスク要因を有し、医

師が糖尿病足病変に関する指導の必要性

があると認めた患者に対して、医師又は

医師の指示に基づき看護師が当該指導を

行った場合に算定。 

糖尿病の患者の合併

症に対する継続的な

医療 

糖尿病透析予防指導管

理料 

糖尿病の患者であって、医師が透析予防

に関する指導の必要性があると認めた患

者に対して、医師、看護師又は保健師及

び管理栄養士等が共同して必要な指導を

行った場合に算定。 

糖尿病の患者に対す

る多職種共同による

医療 

機能強化加算 外来医療における適切な役割分担を図

り、より的確で質の高い診療機能を評価

する観点から、かかりつけ医機能を有す

る医療機関において初診料を算定する場

合に加算。 

かかりつけ医機能を

有する医療機関にお

ける医療 

小児かかりつけ診療料 かかりつけ医として患者の同意を得た上

で、未就学の患者の診療について緊急時

や明らかに専門外の場合等を除き継続的

かつ全人的な医療を行った場合に算定。 

かかりつけ医による

継続的、全人的な医

療 

地域包括診療料 脂質異常症、高血圧症、糖尿病又は認知

症のうち２以上の疾患を有する患者に対

して、療養上必要な指導及び診療を行っ

た場合に算定。 

複数の慢性疾患を有

する患者に対する継

続的、全人的な医療 

別紙２ 
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地域包括診療加算 脂質異常症、高血圧症、糖尿病又は認知

症のうち２以上の疾患を有する患者に対

して療養上必要な指導及び診療を行った

場合に再診料に加算。 

複数の慢性疾患を有

する患者に対する継

続的、全人的な医療 

オンライン診療料 継続的に対面診療を行っている患者に対

して、情報通信機器を用いた診療を行っ

た場合に算定。 

継続的に対面診療を

行っている患者に対

する医療 

往診料 患者又は家族等患者の看護等に当たる者

が、保険医療機関に対し電話等で直接往

診を求め、当該保険医療機関の医師が往

診の必要性を認めた場合に、可及的速や

かに患家に赴き診療を行った場合に算

定。 

（定期的、計画的で

はない）患者等の求

めに応じ、可及的速

やかに実施される医

療 

在宅患者訪問診療料

（Ⅰ） 

在宅で療養を行っている患者であって通

院が困難なものに対して、計画的な医学

管理の下に定期的に訪問して診療を行っ

た場合に算定。 

在宅医療 

在宅時医学総合管理料 在宅で療養を行っている患者であって通

院が困難なものに対して、個別の患者ご

とに総合的な在宅療養計画を策定し、定

期的に訪問診療を行い、総合的な医学管

理を行った場合に算定。 

在宅医療 

診療情報提供料（Ⅰ） 保健医療機関が、診療に基づき、別の保

険医療機関での診療の必要を認め、患者

の同意を得て診療状況を示す文書を添え

て患者の紹介を行った場合や、保健・福

祉関係機関に対して必要な情報提供を行

った場合に算定。 

医療機関間や保健医

療機関と保健・福祉

関係機関の連携 

診療情報提供料（Ⅲ） かかりつけ医機能を有する医療機関等か

らの求めに応じ、患者の同意を得て、当

該患者に関する診療状況を示す文書を提

供した場合に算定。 

かかりつけ医機能を

有する医療機関と他

の医療機関の連携 

地域連携診療計画加算 患者の退院日の属する月又はその翌月

に、連携する保険医療機関を退院した患

者の同意を得て、当該連携保健医療機関

に対して、診療状況を添えて当該患者の

医療機関間の連携 
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地域連携診療計画に基づく療養に係る必

要な情報を提供した場合に、診療情報提

供料（Ⅰ）に加算。 

がん治療連携計画策定

料 

入院中のがん患者の退院後の治療を総合

的に管理するため、計画策定病院があら

かじめがんの種類やステージを考慮した

地域連携診療計画を作成し、がん治療を

担う別の保険医療機関と共有し、かつ、

入院中又は退院後 30 日以内に当該別の

保険医療機関に当該患者に係る診療情報

を文書により提供した場合に算定。 

がん治療に関わる医

療機関間の連携 

がん治療連携指導料 がん治療連携計画策定料１又は２を算定

した患者に対して、地域連携診療計画に

基づいた治療を行うとともに、計画策定

病院に当該患者に係る診療情報を文書に

より提供した場合に算定。 

がん治療に関わる医

療機関間の連携 

がん患者指導管理料 医師が看護師等と共同して診療方針等に

ついて話し合い、その内容を文書等によ

り提供した場合等に算定。 

がん患者に対する多

職種共同による医療 

外来緩和ケア管理料 緩和ケアを要する患者に対して、医師、

看護師、薬剤師等が共同して療養上必要

な指導を行った場合に算定。 

緩和ケアを要する患

者に対する多職種共

同による医療 
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別紙３ 



別添資料 

多野藤岡地域保健医療対策協議会 

藤岡地域メディカルコントロール協議会  構成員各位 

多野藤岡地域災害医療対策会議 

 

R4.4.1 藤岡保健福祉事務所総務福祉係 

 

群馬県「附属機関の設置及び運営方針」の改正に伴い、 

令和４年４月１日付けで次の会則、要綱の改正を行います。 

 

         ・多野藤岡地域保健医療対策協議会会則 

・藤岡地域メディカルコントロール協議会設置要綱 

         ・多野藤岡地域災害医療対策会議設置要綱 

 

１．改正の経緯  

 ・「附属機関の設置及び運営指針（以下、「運営方針」という。）」の改正（令和 4 年 1 月

1 日施行）により、法律又は条例に基づき設置された「附属機関」と、法律又は条例に

よらず、要綱等に基づき設置された「懇談会等」とを明確に区別するため、その設置運

営に関する留意事項が規程されました。 

・運営方針の改正を受け、「懇談会等」に該当する『多野藤岡地域保健医療対策協議会』

『藤岡地域メディカルコントロール協議会』『多野藤岡地域災害医療対策会議』に係る会

則、要綱は、次のとおり改正を行うことになりました。 

 

２．主な改正内容  

・「委員」を「構成員」に修正 

附属機関の委員と混同されるおそれがあるため、文言を修正します。 

・「委嘱又は任命」を「選任」に修正 

  構成員には地方公務員の身分は付与しないことを明確にするため、文言を修正します。 

・ 議事手続の削除 

合議体としての活動は附属機関と混同されるおそれがあるため、削除します。 

 

３．施行期日等 

・ 令和４年４月１日施行 



多野藤岡地域保健医療対策協議会会則 

 
（目 的） 
第１条 この協議会は、地域住民の健康を保持するため地域の実情に即応した医療供給

体制の確立と保健医療の推進を図ることを目的とする。 
（名 称） 
第２条 本会は、多野藤岡地域保健医療対策協議会と称し事務局を藤岡保健福祉事務所

内に置く。 
（業 務） 
第３条 本会は、第１条の目的を達成するために次に掲げる事項について協議する。 
 (1) 救急医療対策に関すること。 
  (2)  へき地医療確保対策に関すること。 
  (3) 保健医療計画に関すること。 
 (4)  地域医療構想に係る協議に関すること。 
  (5)  その他保健医療に係る基本的事項に関すること。 
（組 織） 
第４条 本会は、別表に掲げる職にある者を構成員として組織する。 

２ 本会は、別表に掲げる病院等機能部会を置くほか、必要に応じてその他の部会

を置くことができる。 
３ 構成員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
４ 補欠構成員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役 員） 
第５条 本会には会長及び副会長を置き、構成員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 
３ 副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理する。 

（会 議） 
第６条 会長は会議を招集し、その議長となる。 
（雑 則） 
第７条 この会則に定めるもののほか必要な事項は会長が協議会に諮り別に定める。 
 

附 則 
この会則は、昭和６０年３月６日から施行する。 

平成３年３月１９日一部改正 
平成９年４月１日一部改正 
平成１８年１月２３日一部改正 
平成２１年６月１日一部改正 
平成２２年４月１日一部改正 
平成２７年６月２４日一部改正 
平成２９年２月７日一部改正 
令和元年９月１日一部改正 
令和３年４月１日一部改正 
令和４年４月１日一部改正 
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  藤岡市長 
  上野村長 
  神流町長 
  藤岡多野医師会長 
   〃   副会長 
   〃 救急担当理事 
   〃 へき地担当理事 
  藤岡多野歯科医師会長 
  藤岡薬剤師会長 
  公立藤岡総合病院長 
  群馬県看護協会藤岡地区支部長 
  藤岡市連合婦人会長 
  多野藤岡広域市町村圏振興整備組合消防長 
   群馬県病院協会理事・医療法人社団三思会くすの木病院長 
   藤岡市国民健康保険鬼石病院長 
   医療法人育生会篠塚病院長 
   医療法人和光会光病院長 
   群馬県保険者協議会代表 
 

 
 

 多野藤岡地域保健医療対策協議会病院等機能部会 
   藤岡多野医師会長 
  藤岡多野医師会副会長 
  藤岡多野医師会理事 
   公立藤岡総合病院長 
  藤岡市国民健康保険鬼石病院長 
  医療法人社団三思会くすの木病院長 
   医療法人育生会篠塚病院長 
   医療法人和光会光病院長 
   藤岡市健康福祉部長 
  上野村健康福祉課長 
  神流町健康福祉課長   
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多野藤岡地域保健医療対策協議会会則 新旧対照表 

改  正  案 現   行 備考 

（目 的） 

第１条 この協議会は、地域住民の健康を保持するため地域の実情

に即応した医療供給体制の確立と保健医療の推進を図ることを目

的とする。 

（名 称） 

第２条 本会は、多野藤岡地域保健医療対策協議会と称し事務局を

藤岡保健福祉事務所内に置く。 

（業 務） 

第３条 本会は、第１条の目的を達成するために次に掲げる事項に

ついて協議する。 

 (1) 救急医療対策に関すること。 

  (2)  へき地医療確保対策に関すること。 

  (3) 保健医療計画に関すること。 

 (4)  地域医療構想に係る協議に関すること。 

  (5)  その他保健医療に係る基本的事項に関すること。 

（組 織） 

第４条 本会は、別表に掲げる職にある者を構成員として組織する。 

  ２ 本会は、別表に掲げる病院等機能部会を置くほか、必要に応

じてその他の部会を置くことができる。 

  ３ 構成員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ４ 補欠構成員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役 員） 

第５条 本会には会長及び副会長を置き、構成員の互選により定め

る。 

（目 的） 

第１条 この協議会は、地域住民の健康を保持するため地域の実情

に即応した医療供給体制の確立と保健医療の推進を図ることを目

的とする。 

（名 称） 

第２条 本会は、多野藤岡地域保健医療対策協議会と称し事務局を

藤岡保健福祉事務所内に置く。 

（業 務） 

第３条 本会は、第１条の目的を達成するために次に掲げる事項に

ついて協議する。 

 (1) 救急医療対策に関すること。 

  (2)  へき地医療確保対策に関すること。 

  (3) 保健医療計画に関すること。 

 (4)  地域医療構想に係る協議に関すること。 

  (5)  その他保健医療に係る基本的事項に関すること。 

（組 織） 

第４条 本会は、別表に掲げる職にある者を委員として組織する。 

２ 本会は、別表に掲げる病院等機能部会を置くほか、必要に応

じてその他の部会を置くことができる。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役 員） 

第５条 本会には会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 
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改  正  案 現   行 備考 

  ２ 会長は、会務を総理する。 

  ３ 副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代

理する。 

（会 議） 

第６条 会長は会議を招集し、その議長となる。   

（雑 則） 

第７条 この会則に定めるもののほか必要な事項は会長が協議会に

諮り別に定める。 

 

 附 則 

  この会則は、昭和６０年３月６日から施行する。 

  平成３年３月１９日一部改正 

    平成９年４月１日一部改正 

  平成１８年１月２３日一部改正 

  平成２１年６月１日一部改正 

  平成２２年４月１日一部改正 

    平成２７年６月２４日一部改正 

    平成２９年２月７日一部改正 

    令和元年９月１日一部改正 

令和３年４月１日一部改正 

令和４年４月１日一部改正 

 

 

 

 

 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代

理する。 

（会 議） 

第６条 会長は会議を招集し、その議長となる。 

（雑 則） 

第７条 この会則に定めるもののほか必要な事項は会長が協議会に

諮り別に定める。 

 

附 則 

この会則は、昭和６０年３月６日から施行する。 

平成３年３月１９日一部改正 

平成９年４月１日一部改正 

平成１８年１月２３日一部改正 

平成２１年６月１日一部改正 

平成２２年４月１日一部改正 

平成２７年６月２４日一部改正 

平成２９年２月７日一部改正 

令和元年９月１日一部改正 

令和３年４月１日一部改正 
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改  正  案 現   行 備考 
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  藤岡市長 

  上野村長 

  神流町長 

  藤岡多野医師会長 

   〃   副会長 

   〃 救急担当理事 

   〃 へき地担当理事 

  藤岡多野歯科医師会長 

  藤岡薬剤師会長 

  公立藤岡総合病院長 

  群馬県看護協会藤岡地区支部長 
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別  表 
 

 多野藤岡地域保健医療対策協議会委員 

  藤岡市長 

  上野村長 

  神流町長 

  藤岡多野医師会長 

   〃   副会長 

   〃 救急担当理事 

   〃 へき地担当理事 

  藤岡多野歯科医師会長 

  藤岡薬剤師会長 

  公立藤岡総合病院長 

  群馬県看護協会藤岡地区支部長 

  藤岡市連合婦人会長 

  多野藤岡広域市町村圏振興整備組合消防長 

   群馬県病院協会理事・医療法人社団三思会くすの木病院長 

   藤岡市国民健康保険鬼石病院長 

   医療法人育生会篠塚病院長 

   医療法人和光会光病院長 

   群馬県保険者協議会代表 

 

 

 



 4 / 4 
 

改  正  案 現   行 備考 
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   公立藤岡総合病院長 
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